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第１編 

曽
於
市
人
口
ビ
ジ
ョ
ン 

本編では本市のこれまでの人

口推移の分析と将来（2060 年

まで）の人口推計を行うととも

に、人口減少が本市にもたらす

影響とそれに対する本市の取

り組みの方向性を提示します。 
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「曽於市人口ビジョン」は、国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を

踏まえ、本市としてのこれまでの人口の推移、今後の人口変化が将来に与え

る影響の分析・考察を行うとともに、本市が具体的に目指す人口の目標を設

定することを目的にしています。 

 

また、この「曽於市人口ビジョン」は、本市の「人口問題」に対する取り

組みである「曽於市総合戦略」を策定する上での基礎データとなり、これら

を踏まえて曽於市の「まち・ひと・しごと創生」に向けた様々な政策が計画・

実施されます。「曽於市人口ビジョン」と「曽於市総合戦略」で示されたデー

タや政策に関する計画を本市全体で共有しながら、様々な主体（「産官学金労

言士」）が連携しつつ政策を実行します。 

 

  

         曽於市人口ビジョンの位置付け・対象期間  第１章 
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なお『第２期 曽於市 まち・ひと・しごと創生総合戦略 人口ビジョン・

総合戦略』の計画期間は５年間であり、本来であれば令和７年度から『第３期 

曽於市 まち・ひと・しごと創生総合戦略 人口ビジョン・総合戦略』が開始

される予定でしたが、本市の最上位計画である『総合振興計画』と、計画期間

や施策体系等内容面で連携を図るため、『第２期 曽於市 まち・ひと・しごと

創生総合戦略 人口ビジョン・総合戦略』の計画期間を一年延長し、主な構成

や体系等基本的な枠組みはそのままに、これまでに生じた社会状況の変化や施

策・事業の実績を反映することとしました。 

なお、2026年度（令和８年度）からは、基本的な枠組みを含め再検討を行っ

た上で、新たな人口ビジョン・総合戦略に基づくまちづくりを行うこととして

おります。 

  

 

国「まち・ひと・しごと創生総合戦略」 

本市人口のこれまでの推移と

将来展望・人口の目標 

曽於市人口ビジョン 

将来人口の目標を達成するた

めの具体的な取り組み 

曽於市総合戦略 

曽於市「まち・ひと・しごと

創生総合戦略」

国の方針を受け、本市を含む全国

の自治体がそれぞれの「まち・ひと・

しごと創生総合戦略」を策定 

これまでの人口の推移 

将来人口推計 

人口問題に対する取り組み方針 

人口の減少が地域に与える影響 
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国の総人口は、2008年（平成 20年）以降減少しているとともに、総人口に

占める高齢者の割合そして高齢者の数は増加傾向にあります。このまま、「人

口問題」について対策を取らない場合、2042年（令和 24年）に 3,935万人で

ピークを迎えると予測される高齢者の数が減少に転じることで総人口の減少

が加速し、2015年（平成 27年）の国勢調査で１億 2,709万人いた総人口1が、

2048年（令和 30年）には 9,931万人と１億人を割り込むものと考えられてい

ます2。本市の場合は国全体よりも早い段階で人口減少局面に入っており、1955

年（昭和 30年）以降一貫して人口減少傾向にあります。そのため、地域経済

やコミュニティといった面で活力が徐々に低下し、集落全体の消滅も現実的

な可能性の一つとして考えざるを得ない状況になっていることから、「人口問

題」に関する取り組みが急務となっています。 

 

国全体の人口減少という視点でとらえると、その原因は出生者数の減少と

死亡者数の増加といった自然減少になります。しかし、本市における人口減

少は単なる自然減少だけではなく、むしろ転出（社会減）が大きな原因とな

ります。特に若者世代が進学や就職を機に東京圏をはじめとした大都市圏へ

転出し、そのまま本市に戻らずにいる状況です。 

 

本市を取り巻く現状が今後も変わらなければ、生産年齢人口（15～64歳）

のさらなる減少による租税納付額の減少（自主財源の減少）、高齢化に伴う社

会保障給付費の増加により本市財政が厳しい状況におかれ「まち」として行

き詰まりかねません。地方から大都市圏に「しごと」を求めて「ひと」が流

出し続けると、「ひと」の流出が原因となって地方の「しごと」及び「まち」

の更なる衰退を招くという悪循環を生みだしてしまいます。 

 

以上のような問題に対して、国は 2014 年（平成 26 年）に「まち・ひと・

 
1 総務省「平成 27 年国勢調査 人口等基本集計結果 要約」１頁。総務省統計局「平成 27 年国勢調査」 

（http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2015/kekka/kihon1/pdf/youyaku.pdf）で閲覧可能。 
2 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）報告書」54 頁

（https://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2023/pp2023_ReportALLc.pdf）で閲覧可能。なお当該推計人口は出

生中位（死亡中位）推計による。「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）報告書」では１億人を割り込むのは 2053

年（令和 35 年）と予想されていたが、それよりも人口減少のペースが早くなっている。 

         国の動向「まち・ひと・しごと創生総合戦略」  第２章 
  現在の状況・課題と国の取り組み（法的根拠） 1 
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しごと創生法」を策定するとともに、その推進を図るため内閣総理大臣を長

とする「まち・ひと・しごと創生本部」を設置しました3。そして、同年に国

の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創生

総合戦略」を作成・公開するとともに4、都道府県、市町村に対してもそれぞ

れの「地方人口ビジョン」を含む「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を作

成するよう通知しています5。さらに 2019年（令和元年）12月 20日には、「ま

ち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦

略」を改訂し、この５年間で進められてきた施策の検証を行うとともに、2020

年度（令和２年度）を初年度とする今後５か年の目標や施策の方向性を策定

しました6。 

そして「新型コロナウイルス感染症」やそれに伴うテレワーク・わーケー

ション等の働き方の変化、ＩＣＴの進化やネットワーク化によって社会状況

が大きく変化したことを受け、令和４年（2022 年）12 月 23 日、国はデジタ

ル技術を「地域社会の生産性や利便性を飛躍的に高め、産業や生活の質を大

きく向上させ、地域の魅力を高める力を持っており、地方が直面する社会課

題の解決の切り札となるだけではなく、新しい付加価値を生み出す源泉であ

る。」と位置づけ、地域でデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）をさら

に進めていくという目的で「まち・ひと・創生総合戦略」の内容を発展させ

た「デジタル田園都市国家構想総合戦略」を定めています7。さらに、2024年

（令和６年）になると国も「新しい地方経済・生活環境創生本部」と名前を

改めており、人口問題に対する国の取り組みも時間がたつにつれ徐々に変化

してきています。 

  

 
3 「まち・ひと・しごと創生法」（平成 26 年法律第三百十六号） 

「第十一条 まち・ひと・しごと創生総合戦略の推進を図るため，内閣に，まち・ひと・しごと・創生本部…を置く。」 

「第十二条 本部は，次に掲げる事務をつかさどる。 

   一 まち・ひと・しごと創生総合戦略の案の作成及び実施に関すること。」 

「第十四条 本部の長は，まち・ひと・しごと創生本部長…とし，内閣総理大臣をもって充てる。」 
4 「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（平成 26 年 12 月 27 日閣議決定）

地方創生ホームページ（https://www.chisou.go.jp/sousei/info/index.html#an6）で閲覧可能 
5 「都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略及び市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定について（通知）」（閣

副第 979 号平成 26 年 12 月 27 日） 
6 「第２期『まち・ひと・しごと創生総合戦略』」１頁。また、同時に「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元

年改訂版）」も公表されている。いずれも、地方創生ホームページ

（https://www.chisou.go.jp/sousei/info/index.html#an6）で閲覧可能。 
7 「デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023 改訂版）」１～３頁を参照。内閣官房ホームページ

（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/pdf/20231226honbun.pdf）で閲覧可能。 
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国が 2019年（令和元年）12月 20日に改訂した「長期ビジョン」では、ま

ず人口減少に対する国の危機感が示されています。具体的には 2040年代には

毎年 100 万人ほど人口が減少するものと予測しており、その多くは、本市を

含む「過疎地域市町村」で起こると考えられています。2010年（平成 22年）

から 2040年（令和 22年）の間に本市を含む過疎地域市町村では人口が 40％

以上減少し、「人口急減」の事態が起こるとしています。 

 

また、「ひと」の減少によって経済社会も影響を受け、経済規模、国民一人

当たりの所得が低下し、２割の地域では地域経済社会の維持が難しくなり無

居住化されるとも予測されています。 

 

以上のような弊害を避けるため、国全体としては今後「①『東京一極集中』

の是正、②若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現、③地域の特性に即

した地域課題の解決」という三つの基本的視点で取り組むことにより、2060

年（令和 42年）に総人口１億人程度を維持、2050年代の実質ＧＤＰ成長率の

1.5％～２％確保が可能であるとしていました8。 

 

本市も国の長期ビジョンにおける内容を踏まえ、本市としての人口の現状

と将来的な展望を明らかにするために「曽於市人口ビジョン」を策定します。 

 

なお、国の「まち・ひと・しごと創生基本方針 2019」でも国の現状認識に

は変化がなく、「将来の人口減少と少子高齢化は依然として深刻な状況」であ

り、「少子高齢化は、人口減少そのものだけでなく、均衡ある人口構成による

地域の持続可能性を確保する観点からも課題」とされています9。 

  

 
8 「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン ―概要―」１～３頁を参照。地方創生ホームページ

（https://www.chisou.go.jp/sousei/info/pdf/20141227siryou2.pdf）で閲覧可能。ただし、本見解は 2014 年ビジョン

策定時の国の認識となる。 
9 「まち・ひと・しごと創生基本方針 2019」２頁。地方創生ホームページ

（https://www.chisou.go.jp/sousei/info/pdf/r01-06-21-kihonhousin2019hontai.pdf）で閲覧可能。 

  ２ 国が策定する長期ビジョンの主な内容 
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まち・ひと・しごと
創生総合戦略

好循環の確立へ！

• 「雇用の質」を確保・向上

• 「雇用の量」の確保・拡大
⇒企業・事業への集中的育
成
⇒若い世代が地方で安心し
て働ける環境

しごと
の創生

•若者の就労・結婚・妊娠・子
育てを切れ目なく支援

ひとの
創生

• 「まち」の集約・活性化

• ＩＣＴを活用したまちづくりのリ
ノベーション
⇒地域課題の解決へ

まちの
創生

１．「東京一極集中」の是正
２．若い世代の就労・結婚・
子育ての希望を実現
３．地域の特性に即した地
域の課題の解決

人口の急減！ 
過疎市町村では 30 年間 

に 40％減少！ 

地域経済の縮小 
さらなる人口減少へ… 

国、都道府県、市町村による「人

口ビジョン」、「まち・ひと・しご

と創生総合戦略」の策定と実施 

 

※リノベーション…既存の一部

を活用しながら、新たな仕組みを

創造すること。 
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本市の総人口は、2019年（令和元年）10月１日現在の鹿児島県毎月推計

人口によると 33,669 人となっています10。一方で、2015 年（平成 27 年）

国勢調査時点の人口は 36,557人であることから、約４年の間に 2,888人（年

間 722 人）ほど減少していることが分かります（本市の年齢３区分別人口

及び割合の推移参照）。 

 

また、総人口だけではなく、総人口に占める年齢構成も問題になってい

ます。例えば、合併当時の 2005 年（平成 17 年）国勢調査では、年少人口

（０～14 歳）が 5,229 人（総人口の 12.4％）、生産年齢人口（15～64 歳）

が 23,144 人（総人口の 54.7％）、老年人口（65 歳以上）が 13,914 人（総

人口の 32.9％）となっています11。2015 年（平成 27 年）の国勢調査では、

年少人口は 4,063人（総人口の 11.1％）、生産年齢人口は 18,779人（総人

口の 51.4％）、そして老年人口は 13,706人（総人口の 37.5％）となってい

ることから分かるように、年少人口と生産年齢人口は数及び総人口に占め

る割合とも減少しているのに対して、老年人口の数及び総人口に占める割

合は次第に増加しています（本市の年齢３区分別人口及び割合の推移参照）。 

 

これまで本市では、「曽於市まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び「人

口ビジョン」に基づき、人口の減少幅を少しでも抑えるべく各種の取り組

みを行ってきました。具体的には、国立社会保障・人口問題研究所による

2015 年（平成 27 年）国勢調査を基にした調査結果を踏まえると、本市の

2020 年（令和２年）将来推計人口は 33,616 人ですが、本市では人口減少

の抑制に向けた取り組みによって 34,736 人の人口維持を目標としていま

した。そこで 14 頁から 17 頁にかけての表及びグラフで示した「本市人口

の推計値、目標値、実績値の乖離」では、「曽於市まち・ひと・しごと創生

総合戦略」が策定された 2015 年（平成 27 年）から 2018 年（平成 30 年）

までの人口について、目標とした人口と実際の人口の乖離について確認を

 
10 鹿児島県「県人口移動調査（推計人口）月報（毎月推計人口）」鹿児島県ホームページ

（https://www.pref.kagoshima.jp/ac09/tokei/bunya/jinko/jinkouidoutyousa/geppou.html）で閲覧可能。 
11 総務省「平成 17 年国勢調査結果」。 

         人口の現状分析  第３章 
  1 総人口及び年齢階級別人口の分析 
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行いました12。その結果、2018年（平成 30年）の時点では第１期人口ビジ

ョン・総合戦略における目標人口 35,561人に対して、実際の人口は 34,397

人であることから目標人口に対して 1,164 人下回っていることが分かりま

した。また、社会保障・人口問題研究所による将来推計人口は 2018年（平

成 30年）の時点では 34,544人であることから13、社会保障・人口問題研究

所による将来推計人口と実際の人口との間の不足差は 147 人でした。この

ことから、今後「曽於市まち・ひと・しごと創生総合戦略」で示されたそ

れぞれの政策に対して、これまで以上に重点的に取り組む必要があります。 

 

 

 

【本市の年齢３区分別人口及び割合の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※総務省「国勢調査」データより作成。 

 

 

 

 
12 国立社会保障・人口問題研究所による将来推計人口は、調査年の 10 月１日時点国勢調査人口が推計の基礎となって

いることから、比較を行うに当たっては各年 10 月１日時点国勢調査推計人口の値を用いる。 
13 国立社会保障・人口問題研究所による将来推計人口、並びに本市人口ビジョンで提示した目標値は５年単位であるた

め、推計年と推計年の間は「直線補間法」で算出した。 

1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（人） 11,163 9,578 9,423 8,895 7,874 6,534 5,229 4,468 4,063

（％） 22.6 19.5 19.3 18.7 17.0 14.5 12.4 11.4 11.1

（人） 32,259 32,454 31,534 29,465 27,370 25,512 23,144 21,145 18,779

（％） 65.2 66.2 64.5 62.0 59.1 56.8 54.7 53.9 51.4

（人） 6,073 7,028 7,912 9,132 11,084 12,863 13,914 13,587 13,706

（％） 12.3 14.3 16.2 19.2 23.9 28.6 32.9 34.6 37.5

（人） 0 0 0 0 0 1 0 21 9

（％） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0

（人） 49,495 49,060 48,869 47,492 46,328 44,910 42,287 39,221 36,557

（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

年少人口
（0～14歳）

生産年齢人口
（15～64歳）

老年人口
（65歳以上）

年齢不詳

総人口

1920年 1925年 1930年 1935年 1950年 1955年 1960年 1965年 1970年

大正9年 大正14年 昭和5年 昭和10年 昭和25年 昭和30年 昭和35年 昭和40年 昭和45年

（人） 17,097 18,987 21,230 22,928 27,882 27,689 26,516 21,010 15,075

（％） 39.4 40.8 41.8 42.5 39.0 38.3 38.6 34.0 27.7

（人） 22,817 23,894 26,923 28,175 40,189 40,740 37,736 35,759 33,751

（％） 52.6 51.3 53.0 52.2 56.2 56.4 55.0 57.9 62.0

（人） 3,465 3,709 2,639 2,876 3,448 3,831 4,392 4,984 5,569

（％） 8.0 8.0 5.2 5.3 4.8 5.3 6.4 8.1 10.2

（人） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（％） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

（人） 43,379 46,590 50,792 53,979 71,519 72,260 68,644 61,753 54,395

（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

年少人口
（0～14歳）

生産年齢人口

（15～64歳）

老年人口

（65歳以上）

年齢不詳

総人口
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【本市の年齢３区分別人口の推移】 

 

※総務省「国勢調査」データより作成（本グラフには年齢不詳は含めない）。 

 

 

【本市の年齢３区分別人口割合の推移】 

 

※総務省「国勢調査」データより作成（本グラフには年齢不詳は含めない）。 

 

 

  

17,097
18,987

21,230
22,928

27,882

27,689

26,516
21,010
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11 

 

【本市の人口増減率（対 前回国勢調査人口）】 

 

※総務省「国勢調査」データより作成。 

 

 

 

※総務省「国勢調査」データより作成。 

 

 

 

  

1955年 1960年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年

昭和30年 昭和35年 昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年

曽於市 - -5.0% -10.0% -11.9% -8.5% -1.4% -0.4%

鹿児島県 1.2% -4.0% -5.6% -6.7% -0.3% 3.5% 1.9%
全国 7.3% 4.6% 5.2% 5.5% 7.9% 4.6% 3.4%

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

曽於市 -2.8% -2.5% -3.1% -5.8% -7.3% -6.8%

鹿児島県 -1.2% -0.2% -0.4% -1.8% -2.7% -3.4%
全国 2.1% 1.6% 1.1% 0.7% 0.2% -0.8%
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【本市の平成 12 年国勢調査人口 ５歳階級別人口ピラミッド】 

   
※総務省「国勢調査」データより作成（本グラフには年齢不詳は含めない）。 

 

【本市の平成 17 年国勢調査人口 ５歳階級別人口ピラミッド】 

   
※総務省「国勢調査」データより作成（本グラフには年齢不詳は含めない）。 
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【本市の平成 22 年国勢調査人口 ５歳階級別人口ピラミッド】 

 
※総務省「国勢調査」データより作成（本グラフには年齢不詳は含めない）。 

 

【本市の平成 27 年国勢調査人口 ５歳階級別人口ピラミッド】 

 

※総務省「国勢調査」データより作成（本グラフには年齢不詳は含めない）。 

 



14 

 

【本市の平成 30 年国調推計人口 ５歳階級別人口ピラミッド】 

 
※鹿児島県「県人口移動調査(推計人口) 年報(年齢別人口等)」データより作成。 
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【本市人口の推計値、目標値、実績値の乖離】14 

 

 

  

 
14 実績値のうち、2015 年（平成 27 年）は「平成 27 年国勢調査」。2016 年（平成 28 年）から 2018 年（平成 30 年）

までは、鹿児島県「県人口移動調査（推計人口）年報（年齢別人口等）」鹿児島県ホームページ

（https://www.pref.kagoshima.jp/ac09/tokei/bunya/jinko/jinkouidoutyousa/nennpou.html）で閲覧可能。なお、2019

年（令和元年）10 月１日現在の本市総人口は、鹿児島県毎月推計人口によると 33,669 人となっているが、年代別の

内訳が公表されていないため、本表には記載しない。 

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

区分 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

①実績値 総人口 （人） 36,557 35,855 35,171 34,397 －

年少人口（0～14歳） （人） 4,063 3,965 3,916 3,812 －

生産年齢人口（15～64歳） （人） 18,779 18,147 17,467 16,827 －

老年人口（65歳以上） （人） 13,706 13,734 13,779 13,749 －

年齢不詳 （人） 9 9 9 9 －

②推計値 総人口 （人） 36,248 35,680 35,112 34,544 33,976

年少人口（0～14歳） （人） 3,822 3,738 3,653 3,568 3,483

生産年齢人口（15～64歳） （人） 18,807 18,282 17,758 17,234 16,710

老年人口（65歳以上） （人） 13,619 13,660 13,701 13,742 13,783

③目標値 総人口 （人） 36,797 36,385 35,973 35,561 35,149

年少人口（0～14歳） （人） 3,910 3,873 3,836 3,799 3,762

生産年齢人口（15～64歳） （人） 19,191 18,745 18,299 17,853 17,407

老年人口（65歳以上） （人） 13,696 13,767 13,838 13,909 13,980

④実績値と推計値の乖離 乖離の合計 （人） 309 175 59 -147 －

実績値 － 推計値 年少人口（0～14歳） （人） 241 227 263 244 －

生産年齢人口（15～64歳） （人） -28 -135 -291 -407 －

老年人口（65歳以上） （人） 87 74 78 7 －

④実績値と目標値の乖離 乖離の合計 （人） -240 -530 -802 -1,164 －

実績値 － 目標値 年少人口（0～14歳） （人） 153 92 80 13 －

生産年齢人口（15～64歳） （人） -412 -598 -832 -1,026 －

老年人口（65歳以上） （人） 10 -33 -59 -160 －

国勢調査（※調査年度以外は県

ホームページ公表推計値）による

国立社会保障・人口問題研究所

（※2016～2019は直接補完法）に

よる

独自推計（※2016～2019は直接補

完法）による

※国勢調査（推計）人口における年齢不明分9名は，実際の年齢に割り振ることができないため今回検証における差額には含めない。
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【本市人口の推計値、目標値、実績値の乖離】 
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本市の総人口を左右する要素として、他自治体から本市への転入と本市

から他自治体への転出があります。本市住民基本台帳によると、2018年度

（平成 30年度）の転入者は 878人、転出者は 1,201人となっており、転出

者が 323人多い状態です。特に若年層（15～34歳）の転出は激しく、2015

年度（平成 27年度）から 2018年度（平成 30年度）の全ての年度で転出超

過となっています。 

 

 

 

【全体・本市の年齢３区分別転入者数の推移】 
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  ２ 転入、転出者数（社会増減）の分析 
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※2010年（平成 22年）４月１日時点から 2019年（平成 31年）４月１日時点にかけての本

市住民基本台帳データを基に作成。 

 

 

【男性・本市の年齢３区分別転入者数の推移】 

 

 

 

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（人） 148 174 197 158 209 190 137 132 112

（％） 13.6 15.5 17.0 16.5 19.8 18.3 15.2 14.2 12.8

（人） 879 878 906 761 789 799 725 758 699

（％） 80.6 78.3 78.1 79.4 74.6 77.0 80.3 81.4 79.6

（人） 63 69 57 40 60 48 41 41 67

（％） 5.8 6.2 4.9 4.2 5.7 4.6 4.5 4.4 7.6

（人） 1,090 1,121 1,160 959 1,058 1,037 903 931 878

（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
合計
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2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（人） 65 88 98 77 95 103 76 72 59
（％） 11.4 15.0 16.7 16.6 17.7 20.3 16.5 16.2 13.9
（人） 475 471 469 377 417 384 371 352 336
（％） 83.6 80.1 79.9 81.1 77.8 75.6 80.7 79.3 79.2
（人） 28 29 20 11 24 21 13 20 29
（％） 4.9 4.9 3.4 2.4 4.5 4.1 2.8 4.5 6.8
（人） 568 588 587 465 536 508 460 444 424
（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

転入・男性

年少人口
（0～14歳）

生産年齢人口
（15～64歳）

老年人口
（65歳以上）

合計
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※2010年（平成 22年）４月１日時点から 2019年（平成 31年）４月１日時点にかけての本

市住民基本台帳データを基に作成。 

 

 

 

 

【女性・本市の年齢３区分別転入者数の推移】 

 

 

 
 

 

※2010年（平成 22年）４月１日時点から 2019年（平成 31年）４月１日時点にかけての本

市住民基本台帳データを基に作成。 
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（人） 83 86 99 81 114 87 61 60 53
（％） 15.9 16.1 17.3 16.4 21.8 16.4 13.8 12.3 11.7
（人） 404 407 437 384 372 415 354 406 363
（％） 77.4 76.4 76.3 77.7 71.3 78.4 79.9 83.4 80.0
（人） 35 40 37 29 36 27 28 21 38
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（人） 522 533 573 494 522 529 443 487 454
（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

転入・女性

年少人口
（0～14歳）

生産年齢人口
（15～64歳）

老年人口
（65歳以上）

合計
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【全体・本市の年齢３区分別転出者数の推移】 

 

 

 

 

 

※2010年（平成 22年）４月１日時点から 2015年（平成 27年）４月１日時点にかけての本

市住民基本台帳データを基に作成。 
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

年少人口

（0～14歳） （人）

生産年齢人口

（15～64歳） （人）

老年人口

（65歳以上） （人）

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（人） 180 169 149 155 138 168 146 127 171

（％） 13.9 13.2 12.8 12.6 12.2 13.2 12.6 11.0 14.2

（人） 1,042 1,051 946 993 914 1,018 932 936 940

（％） 80.6 82.0 81.3 81.0 80.9 80.2 80.5 81.0 78.3

（人） 71 62 68 78 78 83 80 93 90

（％） 5.5 4.8 5.8 6.4 6.9 6.5 6.9 8.0 7.5

（人） 1,293 1,282 1,163 1,226 1,130 1,269 1,158 1,156 1,201

（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

転出

年少人口
（0～14歳）

生産年齢人口
（15～64歳）

老年人口
（65歳以上）

合計
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【男性・本市の年齢３区分別転出者数の推移】 

 

 

 

 

 

※2010年（平成 22年）４月１日時点から 2019年（平成 31年）４月１日時点にかけての本

市住民基本台帳データを基に作成。 
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

年少人口

（0～14歳） （人）

生産年齢人口

（15～64歳） （人）

老年人口

（65歳以上） （人）

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（人） 81 87 73 77 65 91 68 71 82
（％） 12.8 14.0 12.5 12.7 11.6 14.7 11.7 13.1 14.7
（人） 531 520 497 506 472 496 486 437 442
（％） 83.8 83.5 84.8 83.4 84.6 79.9 83.5 80.5 79.4
（人） 22 16 16 24 21 34 28 35 33
（％） 3.5 2.6 2.7 4.0 3.8 5.5 4.8 6.4 5.9
（人） 634 623 586 607 558 621 582 543 557
（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

合計

老年人口
（65歳以上）

生産年齢人口
（15～64歳）

年少人口
（0～14歳）

転出・男性
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【女性・本市の年齢３区分別転出者数の推移】 

 
 

 

 

 

※2010年（平成 22年）４月１日時点から 2019年（平成 31年）４月１日時点にかけての本

市住民基本台帳データを基に作成。 
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

年少人口

（0～14歳） （人）

生産年齢人口

（15～64歳） （人）

老年人口

（65歳以上） （人）

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（人） 99 82 76 78 73 77 78 56 89
（％） 15.0 12.4 13.2 12.6 12.8 11.9 13.5 9.1 13.8
（人） 511 531 449 487 442 522 446 499 498
（％） 77.5 80.6 77.8 78.7 77.3 80.6 77.4 81.4 77.3
（人） 49 46 52 54 57 49 52 58 57
（％） 7.4 7.0 9.0 8.7 10.0 7.6 9.0 9.5 8.9
（人） 659 659 577 619 572 648 576 613 644
（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

転出・女性

合計

老年人口
（65歳以上）

生産年齢人口
（15～64歳）

年少人口
（0～14歳）
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本市の人口減少問題にとって最も大きな要因は、若年層（15～34歳）を中

心とした転出超過（転出者数が転入者数を上回る状態）にあります。2010年

度（平成 22年度）から 2014年度（平成 26年度）にかけての本市住民基本台

帳データを分析したところ、15～19歳の転出超過数が特に大きくなっていま

す。また、2015年度（平成 27年度）から 2018年度（平成 30年度）にかけて

は、その傾向が 15～19歳から 20～24歳についても広がりつつあります。 

 

次に、15～19歳が転出超過となる原因ですが、これは市外の高校・大学へ

の進学あるいは市外での就職に伴う転出が主な理由であると考えられます。

実際、本市からの転出者向けに実施したアンケートでも、「就職・転職・進学」

が理由であると回答した人の割合が最も高くなっています。 

 

なお、本市への転入・本市からの転出について特につながりが深い自治体

としては都城市、鹿児島市、霧島市等があります。しかし、これらの自治体

からの転入者数よりも転出者数が上回っており、多様な就職先や進学先を持

つこれらの自治体に特に多くの若者が転出している状態です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  若年層の転出・転出先とその理由 
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【本市若年層（15～34 歳）の転入・転出の状況】 

 

 

 

 

 

※2010年（平成 22年）４月１日時点から 2019年（平成 31年）４月１日時点にかけての本

市住民基本台帳データを基に作成。 
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

15～19歳 （人） 20～24歳 （人） 25～30歳 （人） 30～34歳 （人）

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

15～19歳 （人） -129 -133 -90 -110 -107 -105 -96 -95 -82

20～24歳 （人） -27 -74 -4 -60 -57 -87 -69 -68 -101

25～30歳 （人） -38 -41 -27 -54 -54 -32 -60 -18 -21

30～34歳 （人） -16 -3 -32 -21 18 -14 19 -2 -13

合　　計 （人） -210 -251 -153 -245 -200 -238 -206 -183 -217

転入転出差引
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【転入・転出者向けアンケート】 

    「今回転入（転出）する理由を教えてください。」 

＜転入者＞                 ＜転出者＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2015年（平成 27年）３月から４月にかけて、本市で転入並びに転出手続きを行った方を

対象に実施したアンケート調査を基に作成。 

 

 

【2018年（平成 30年）転入元・転出先自治体】 

＜転入元＞                 ＜転出先＞ 

 

※地域経済分析システム「ＲＥＳＡＳ」を基に作成。 

 

 

都城市, 239

人

鹿児島市, 

120人

志布志市, 

51人

鹿屋市, 42

人
霧島市, 35

人

北九州市小

倉北区, 29

人

姶良市, 17

人

薩摩川内

市, 17人

日置市, 14

人

宮崎市, 14

人

その他, 418

人
合計

993人

結婚

4.0%

出産・子育て

3.9%

就職・転職・進

学

34.2%

転勤

38.2%

両親の介護

1.3%
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17.1%

その他

1.3%

無効回答

0.0%
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0.0%

回答者数

76人
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4.5%

出産・子育て

0.0%

就職・転職・進

学

66.4%

転勤

19.1%

両親の介護

0.0%

移住

7.3%

その他

2.7%

無効回答

0.0%

無回答

0.0%

回答者数

110人

都城市, 295

人

鹿児島市, 

145人

霧島市, 87

人

志布志市, 

54人
鹿屋市, 48

人
宮崎市, 45

人

姶良市, 42

人

福岡市博多

区, 37人

三股町, 26

人

日置市, 16

人

その他, 428

人

合計

1,223人
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社会増減とともに本市の総人口を左右する要素として、本市における出

生及び死亡があります。本市住民基本台帳によると、 2018 年度（平成 30

年度）中の出生者数は 175 人、死亡者数は 677 人となっており、死亡者数

が出生者数より 502 人多い状態です。このことから分かる通り、本市では

自然減少の傾向が顕著ですが、本市の場合は特に出生者の少なさが問題と

なっています。これには、夫婦共働き・晩婚化といったライフスタイルを

めぐる考え方の変遷もある一方、経済的な制約や出産・子育ての環境面の

制約等も大きく関係しています。本市では、本市に暮らす夫婦が安心して

子どもを産み・育てられる環境づくりを行うことで、本市の出生者数を増

やすための取り組みを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ３ 出生、死亡者数（自然増減）の分析 
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【本市出生者数の推移】 

 
 

 

 

 

※2010年（平成 22年）４月 1日時点から 2019年（平成 31年）４月１日時点にかけての本

市住民基本台帳データを基に作成。 

 

 

 

 

  

109

134

108

128
121

109
98 98 97

114
109

130

138

115

114

102
114

78

0

20

40

60

80

100

120

140

160

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度
男 （人） 女 （人）

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（人） 109 134 108 128 121 109 98 98 97

（％） 48.9 55.1 45.4 48.1 51.3 48.9 49.0 46.2 55.4

（人） 114 109 130 138 115 114 102 114 78

（％） 51.1 44.9 54.6 51.9 48.7 51.1 51.0 53.8 44.6

（人） 223 243 238 266 236 223 200 212 175

（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

出生

男

女

合計
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【本市死亡者数の推移】 

 

 

 
 

 

※2010年（平成 22年）４月 1日時点から 2019年（平成 31年）４月１日時点にかけての本

市住民基本台帳データを基に作成。 
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2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度男 （人） 女 （人）

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（人） 327 340 314 319 329 327 342 326 294

（％） 50.9 50.2 51.2 49.7 50.9 50.9 49.0 48.4 43.4

（人） 316 337 299 323 317 316 356 347 383

（％） 49.1 49.8 48.8 50.3 49.1 49.1 51.0 51.6 56.6

（人） 643 677 613 642 646 643 698 673 677

（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

死亡

男

女

合計
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子どもや若者でにぎわう曽於市を多くの住民が望んでいます。しかし、現

実には子どもの数は年々減少しています。その原因としては、親世代の人口

そのものの減少や晩婚化等結婚や出産をめぐる意識の変化等が考えられます。 

他の自治体と同様、本市の平均婚姻年齢は男女とも上昇傾向にあるほか、そ

れに伴って出産時の平均年齢も年々上昇しています。出生者数は、年度毎に違

いはあるものの、年齢的・経済的な理由から第二子以降を持ちたくても持てな

い人がいることも事実です。以前は、地域が結婚や子育てをサポートする仕組

みがありましたが、今後は市として、出産・子育てのみならず結婚の段階から

住民を応援する必要があります。 

 

 

 

【本市平均婚姻年齢の推移】 

 

 

※本市住民基本台帳データを基に作成。 
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  進む晩婚化・出産時年齢の上昇 
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【本市の生涯未婚率15】 

 

※総務省「国勢調査」データより作成。 

 

【本市男性の生涯未婚率の推移】 

 

※総務省「国勢調査」データより作成。 

 
15「45～49 歳」と「50～54 歳」未婚率の平均値から、「50 歳時」の未婚率（結婚したことがない人の割合）を算出し

たものであり、生涯を通して未婚である人の割合を示すものではないことに注意。 
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【本市女性の生涯未婚率の推移】 

 

※総務省「国勢調査」データより作成。 

 

【本市第１子誕生時点の両親の平均年齢】 

 

※本市住民基本台帳データを基に作成。 
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【本市年度別出生者数（出生順）】 

 

 

 
 

※本市住民基本台帳データを基に作成。  
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2013年度

平成26年度
2014年度

平成27年度
2015年度

平成28年度
2016年度

平成29年度
2017年度

平成30年度
2018年度

第１子（人） 第２子（人） 第３子（人） 第４子（人） 第５子（人） 第６子（人）

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

第１子（人） 87 101 99 97 77 87 65 72 59
第２子（人） 87 89 88 98 96 85 65 78 65
第３子（人） 42 42 35 53 48 40 55 53 38
第４子（人） 6 7 13 16 9 4 13 8 11
第５子（人） 1 3 2 1 4 3 3 2 1
第６子（人） 0 0 0 0 0 1 0 1 0

合計 223 243 238 266 236 220 201 214 174
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本市の産業別就業者数は、2015年（平成 27 年）国勢調査時点では第一次産

業が 3,696人（就業者総数の 21.4％）、第二次産業が 3,825人（22.1％）、第

三次産業が 9,643人（55.8％）となっています。全国的には、第一次産業従

事者の割合は４％、第二次産業は 25％、第三次産業は 71％であり、本市にお

ける第一次産業の割合の大きさが分かります 。就業者数は、生産年齢人口（15

～64歳）の減少に伴い、いずれの産業も減少傾向にありますが、第三次産業

就業者数の減少幅はわずかであるのに対して、第一次産業と第二次産業就業

者数の減少幅が大きくなっています。これまで、本市の基幹産業と言われて

きた第一次産業ですが、中長期的にみた場合は担い手の減少により、産業自

体の衰退も懸念されています。 

 

 

 

【本市人口・従業者の推移】 

 

 

 

※総務省「国勢調査」データより作成。 

 

 

  

総
数

従業も通学もしてい
ない

自宅で従業
自宅外の自市区町

村で従業・通学
県内他市区町村で

従業・通学
他県で従業・通学

他市町で
従業・通学

1990年（平成 2年） 47,492 15,284 11,383 14,430 3,322 3,059 -

1995年（平成 7年） 46,328 15,054 9,683 14,547 3,564 3,464 -
2000年（平成12年） 44,909 16,251 7,599 13,078 4,171 3,808 -
2005年（平成17年） 42,287 16,110 6,950 12,899 2,237 4,081 -
2010年（平成22年） 39,221 16,110 5,544 11,069 2,052 4,014 6,257

2015年（平成27年） 36,557 15,706 3,891 10,640 2,114 3,966 -

昼間人口
うち県内他市区町

村常住
うち他県に常住

1990年（平成 2年） 45,277 3,061 1,105

1995年（平成 7年） 44,305 3,480 1,525
2000年（平成12年） 42,888 4,141 1,817
2005年（平成17年） 40,554 2,473 2,112
2010年（平成22年） 37,346 2,113 2,078
2015年（平成27年） 34,784 2,148 2,159

年

常住地による人口
Population based on place of usual residence

年

従業地・通学地による人口
Population based on

  ４ 本市の就業人口 

 

（単位：人） 
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【本市の産業３部門別就業者数】 

 

 

 

 

※総務省「国勢調査」データより作成。 

 

 

 

 

  

7,889
6,217 5,986

4,799
3,696

6,257

5,686
4,781

4,042
3,825

9,874

10,337
10,209

9,773

9,643

5

3
11

153

105

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成7年

1995年

平成12年

2000年

平成17年

2005年

平成22年

2010年

平成27年

2015年

第1次産業（人） 第2次産業（人） 第3次産業（人） 分類不能（人）

1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

第1次産業（人） 7,889 6,217 5,986 4,799 3,696
第2次産業（人） 6,257 5,686 4,781 4,042 3,825
第3次産業（人） 9,874 10,337 10,209 9,773 9,643
分類不能（人） 5 3 11 153 105

合　計 24,025 22,243 20,987 18,767 17,269
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【本市の産業３部門別就業者の割合】 

 
 

※総務省「国勢調査」データより作成。 

 

 

 

 

 

  

21.4 
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32.8 
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25.6 
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第1次産業（％） 第2次産業（％） 第3次産業（％） 分類不能の産業（％）
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国立社会保障・人口問題研究所がまとめた「日本の地域別将来推計人口（平

成 30（2018）年推計）」によれば、2045年（令和 27年）の本市総人口は 20,416

人となり、2010年（平成 22年）を 100％とした場合、2010年（平成 22年）

の 52％（▲18,802人）の水準まで減少するものと推計されています。 

また、年代別にみた場合、2045年（令和 27年）の年少人口は 2010年（平

成 22 年）を 100％とした場合、2010 年（平成 22 年）の 54％（▲2,066 人）、

同じく生産年齢人口は 42％（▲12,371人）まで減少するものと推計されてい

ます。このように、年少人口と生産年齢人口は 50％前後の急激な人口減少と

なりますが、その一方で老年人口は 2010年（平成 22年）を 100％とした場合、

2010年（平成 22年）の 68％（▲4,365人）にとどまり、老年人口の減少は年

少人口や生産年齢人口より緩やかになっています。その結果、本市総人口に

占める老年人口の割合は高まり、高齢化がさらに進展するものと考えられて

います。 

国立社会保障・人口問題研究所による「日本の地域別将来推計人口（平成

30（2018）年推計）」と 2015年（平成 27年）国勢調査人口確定前の推計を比

較すると、2025年（令和 7年）までは減少率が緩和されていますが、2030年

（令和 12年）以降は徐々に加速する傾向にあります。 

 

 

【国立社会保障・人口問題研究所による本市の将来人口推計】 

 

※2015年（平成 27年）の国勢調査を基に推計（「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）

年推計）」より）。 

 

 

 

 

 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

平成22年 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年

総人口 （人） 39,218 36,557 33,616 30,703 27,895 25,318 22,845 20,416

総人口（2010年を100％とした場合） （％） 100.0 93.2 85.7 78.3 71.1 64.6 58.3 52.1

（人） 4,468 4,063 3,872 3,568 3,239 2,946 2,674 2,402

（％） 11.4 11.1 11.5 11.6 11.6 11.6 11.7 11.8

（人） 21,155 18,785 15,835 13,524 11,992 10,827 9,816 8,784

（％） 53.9 51.4 47.1 44.0 43.0 42.8 43.0 43.0

（人） 13,595 13,709 13,909 13,611 12,664 11,545 10,355 9,230

（％） 34.7 37.5 41.4 44.3 45.4 45.6 45.3 45.2
老年人口（65歳以上）

年少人口（0～14歳）

生産年齢人口（15～64歳）

  ５ 国立社会保障・人口問題研究所による将来人口推計 



38 

 

【国立社会保障・人口問題研究所による本市の将来人口推計（当初策定時点）】 

 

※2015年（平成 27年）の人口が確定する前の推計結果。 

 

 

 

 

【国立社会保障・人口問題研究所による本市将来推計人口】 

 

※2015年（平成 27年）の国勢調査を基に推計（「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）

年推計）」より）。 

 

  

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2050年 2060年

平成22年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年 平成47年 平成52年 平成62年 平成72年

総人口 （人） 39,218 36,248 33,408 30,605 27,941 25,490 23,133 18,629 15,021

総人口（2010年を100％とした場合） （％） 100.0 92.4 85.2 78.0 71.2 65.0 59.0 47.5 38.3

合計特殊出生率（ｔｆｒ） 1.56 1.53 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50

（人） 4,468 3,822 3,398 2,954 2,620 2,393 2,181 1,745 1,342

（％） 11.4 10.5 10.2 9.7 9.4 9.4 9.4 9.4 8.9

（人） 21,155 18,807 16,184 14,129 12,668 11,468 10,398 8,297 6,900

（％） 53.9 51.9 48.4 46.2 45.3 45.0 44.9 44.5 45.9

（人） 13,595 13,619 13,825 13,522 12,652 11,630 10,554 8,586 6,779

（％） 34.7 37.6 41.4 44.2 45.3 45.6 45.6 46.1 45.1

年少人口（0～14歳）

生産年齢人口（15～64歳）

老年人口（65歳以上）

4,063 3,872 3,568 3,239 2,946 2,674 2,402

18,785
15,835

13,524
11,992 10,827 9,816 8,784

13,709

13,909

13,611
12,664

11,545
10,355

9,230

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

年少人口（0～14歳） （人） 生産年齢人口（15～64歳） （人） 老年人口（65歳以上） （人）

36,557
33,616

30,703
27,895

25,318
22,845

20,416
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【国立社会保障・人口問題研究所による本市将来推計人口（構成比率）】 

 

※2015年（平成 27年）の国勢調査を基に推計（「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）

年推計）」より）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.1 11.5 11.6 11.6 11.6 11.7 11.8 

51.4 

47.1 

44.0 43.0 42.8 43.0 43.0 
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年少人口（0～14歳） （％） 生産年齢人口（15～64歳） （％） 老年人口（65歳以上） （％）
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ア 推計期間 

・国立社会保障・人口問題研究所の行う

試算については 2045 年（令和 27 年）。

それ以後については、内閣府が国立社

会保障・人口問題研究所の将来人口推

計の考え方を 2060 年（令和 42 年）ま

で延長して推計するためのツールを開

発。当該ツールを基に、企画課にて

2060 年（令和 42 年）までを対象とす

る推計を実施。 

 

イ 推計方法 

・５歳以上の年齢階級の推計においては、

コーホート要因法（ある年の男女・年

齢別人口を基準として、ここに人口動

態率や移動率などの仮定値を当てはめ

て将来人口を計算する方法）。 

・５歳以上の人口推計実施のため、国立

社会保障・人口問題研究所の生残率及

び純移動率の仮定値を設定。 

・０～４歳の人口の推計においては生残

率と純移動率に加え、子ども女性比及

び０～４歳性比の仮定値によって推

計。いずれも、国立社会保障・人口問

題研究所の設定した数値を採用。 

・以上、本推計では、①基準人口、②将

来の生残率、③将来の純移動率、④将

来の子ども女性比、⑤将来の０～４歳

費を必要とする。 

 

ウ 基準人口 

・2015 年（平成 27 年）国勢調査人口 

エ 将来の生残率 

・「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」

（出生中位・死亡中位仮定）から得ら

れる全国の男女・年齢別生残率を採用。 

 

オ 将来の純移動率 

・原則として、 2010 年（平成 22 年）～

2015 年（平成 27 年）に観察された市

区町村別・男女年齢別純移動率を 2020

年（令和２年）～2025 年（令和７年）

にかけて定率で縮小させ、 2020 年（令

和２年）～2025 年（令和７年）以降の

期間については縮小させた値を一定と

する仮定を置いた。 

 

カ 将来の子ども女性比 

・各市区町村の子ども女性比には市区町

村間で明らかな差が存在するため、

2015 年（平成 27 年）の全国の子ども

女性比と各市区町村の子ども女性比と

の較差をとり、その値を 2020 年（令

和２年）以降 2045 年（令和 27 年）ま

で一定として市区町村ごとに仮定値を

設定。 

 

キ 将来の０～４歳性比 

・「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」

（出生中位・死亡中位仮定）により算

出された全国の 2020 年（令和２年）

以降 2045 年（令和 27 年）までの０～

４ 歳性比を各年次の仮定値とし、全自

治体の０～４歳推計人口に一律に適

用。 

国立社会保障・人口問題研究所の人口推計の方法 
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本市として人口の流出を抑え、定住者を増やすための対策に取り組まない

場合、本市の将来人口は著しく減少するものと見込まれています。それは程

度の差こそあれ、本市から「ひと」の流出が続き、「ひと」の流出によって消

費・担い手の面から「しごと」が少なくなり、「しごと」の減少がさらに「ひ

と」を流出させるという悪循環が続くことを意味します。 

 

 

 

国立社会問題・人口問題研究所による本市の将来推計人口を踏まえ「人口

減少段階」を分析すると、現在は 2020年（令和２年）まで続く人口減少の「第

１段階」にあります。しかし、その後は「第２段階」、「第３段階」と進み急

激な人口の減少局面に入ると見込まれます16。 

 

 

 

  

 
16 人口減少の進行度合いを三段階に分け、その傾向を把握する事が出来る。 

 「第 1 段階」…年少人口・生産年齢人口は減少するが、老年人口は増加する時期（2010～2020 年） 

 「第 2 段階」…年少人口・生産年齢人口が減少するとともに、老年人口が維持から微減へと転じる時期（2020～2025

年） 

 「第 3 段階」…年少人口・生産年齢人口が減少するとともに、老年人口も減少していく時期（2025 年以降） 

 当該分析は、増田寛也編著『地方消滅』中公新書、2014 年、15～16 頁を参照。 

  ６ 人口の変化が地域の将来に与える影響 

  人口減少段階と人口減少率の分析 
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【本市の人口減少段階（2010年（平成 22年）国勢調査人口を 100％とした場合

の人口割合）】 

 

※2015年（平成 27年）の国勢調査を基に推計（「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）

年推計）」より）。 
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次に、本市が目指すべき将来の方向性を検討するに当たって、自然増減と

社会増減について仮定を交えて分析を行います。具体的には国立社会保障・

人口問題研究所による推計結果をさらに「シミュレーション１」と「シミュ

レーション２」の二つに分け、将来人口に及ぼす自然増減と社会増減の影響

度を把握します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  将来人口の及ぼす自然増減・社会増減の影響度分析 

シミュレーションの考え方 

シミュレーション１ 

 

シミュレーション２ 

 

パターン１（社人研推計）及び過去年度本市合計特殊出生率

をベースに、合計特殊出生率が 2030 年（令和 12 年）に人口

置換水準（人口を長期的に一定に保てる）2.1 まで上昇したと

仮定 

パターン１（社人研推計）をベースに、シミュレーション１

（上記）と同じく合計特殊出生率が、2030 年（令和 12 年）

に人口置換水準（人口を長期的に一定に保てる）2.1 まで上昇

し、かつ人口移動が均衡（本市への転入と本市からの転出数

が同数となり、移動がゼロとなった場合）したと仮定 
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【本市総人口シミュレーション別推計結果】 

 

 

 

国立社会保障・人口問題研究所の考え方に基づく推計では、2035年（令和

17 年）の老年人口比率は 45.6％であり、総人口のほぼ半数が 65 歳以上の高

齢者で占められると見込まれています。 

 

一方、「シミュレーション１」では、国立社会保障・人口問題研究所の考え

方に基づく推計よりもやや早まり 2030 年（令和 12 年）に老年人口比率が最

も高い状態（45.1％）となり、その後は次第に下降していくものと見込まれ

ています。これは、出生率上昇によって年少人口（０～14歳）が増加するこ

33,616 30,703

27,895

25,318

22,845

20,416
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10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

平成22年 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 令和32年 令和37年 令和42年

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

社人研による推計 （人） シミュレーション１ （人） シミュレーション２ （人）

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

平成22年 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 令和32年 令和37年 令和42年

総　人　口 （人） 39,218 36,557 33,616 30,703 27,895 25,318 22,845 20,416 18,194 16,305 14,678

年少人口（人） 4,468 4,063 3,872 3,568 3,239 2,946 2,674 2,402 2,168 1,980 1,815

年少人口比率（％） 11.4 11.1 11.5 11.6 11.6 11.6 11.7 11.8 11.9 12.1 12.4

生産年齢人口（人） 21,155 18,785 15,835 13,524 11,992 10,827 9,816 8,784 7,707 6,866 6,220

生産年齢人口比率（％） 53.9 51.4 47.1 44.0 43.0 42.8 43.0 43.0 42.4 42.1 42.4

老年人口（人） 13,595 13,709 13,909 13,611 12,664 11,545 10,355 9,230 8,319 7,458 6,642

老年人口比率（％） 34.7 37.5 41.4 44.3 45.4 45.6 45.3 45.2 45.7 45.7 45.3

総　人　口 （人） 39,218 36,557 33,617 30,713 28,070 25,648 23,313 20,985 18,823 17,016 15,481

年少人口（人） 4,468 4,063 3,872 3,578 3,413 3,275 3,131 2,826 2,584 2,409 2,254

年少人口比率（％） 11.4 11.1 11.5 11.7 12.2 12.8 13.4 13.5 13.7 14.2 14.6

生産年齢人口（人） 21,155 18,785 15,836 13,524 11,992 10,827 9,827 8,930 7,919 7,149 6,585

生産年齢人口比率（％） 53.9 51.4 47.1 44.0 42.7 42.2 42.2 42.6 42.1 42.0 42.5

老年人口（人） 13,595 13,709 13,909 13,611 12,665 11,546 10,355 9,229 8,319 7,458 6,642

老年人口比率（％） 34.7 37.5 41.4 44.3 45.1 45.0 44.4 44.0 44.2 43.8 42.9

総　人　口 （人） 39,218 36,557 34,419 32,305 30,550 28,995 27,486 26,119 24,936 24,048 23,416

年少人口（人） 4,468 4,063 3,871 3,661 3,770 3,891 4,015 3,976 3,947 3,911 3,838

年少人口比率（％） 11.4 11.1 11.2 11.3 12.3 13.4 14.6 15.2 15.8 16.3 16.4

生産年齢人口（人） 21,155 18,785 16,600 14,989 14,060 13,477 13,068 12,844 12,561 12,595 12,946

生産年齢人口比率（％） 53.9 51.4 48.2 46.4 46.0 46.5 47.5 49.2 50.4 52.4 55.3

老年人口（人） 13,595 13,709 13,948 13,656 12,720 11,627 10,404 9,299 8,428 7,542 6,632

老年人口比率（％） 34.7 37.5 40.5 42.3 41.6 40.1 37.9 35.6 33.8 31.4 28.3

区　　　　　　　分 単位

国立社会保障・

人口問題研究所

による推計

シミュレー

ション１

シミュレー

ション２
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ともあり、国立社会保障・人口問題研究所の推計結果よりも早期に本市総人

口の「若返り」が図られるためです。 

さらに「シミュレーション２」では、出生率上昇に加えて社会増減が均衡

することから生産年齢人口（15～64歳）を中心に減少が抑えられ、「シミュレ

ーション１」よりも早く 2025年（令和 7年）に老年人口比率が最も高い状態

（42.3％）を迎え、その後は次第に下降していくものと見込まれています。「シ

ミュレーション２」の場合は、老年人口比率が最も高い場合でも 42.3％と国

立社会保障・人口問題研究所による推計と比べてマイナス 3.3 ポイントの高

齢化抑制効果が見られ、より早期に本市総人口の「若返り」が図られます。 
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【シミュレーション１（社人研＋出生率上昇）に基づく将来人口推計】 

 

 

 

【シミュレーション１（社人研＋出生率上昇）に基づく将来人口推計（構成比

率）】 

 

 

 

 

 

 

 

4,468 4,063 3,872 3,578 3,413 3,275 3,131 2,826 2,584 2,409 2,254
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【シミュレーション２（社人研＋移動ゼロ）に基づく将来人口推計】 

 

 

 

【シミュレーション２（社人研＋移動ゼロ）に基づく将来人口推計（構成比率）】 
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【シミュレーションごとの年少人口比率長期推計】 

 
 

 

【シミュレーションごとの生産年齢人口比率長期推計】 
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49 

 

【シミュレーションごとの老年人口比率長期推計】 

 
 

 

次に、本市の将来人口に及ぼす自然増減と社会増減の影響度を把握します。

まず自然増減の影響度について、例えば 2045年（令和 27年）を基準年とし、

下記方法で計算します。その結果、自然増減よりも社会増減の方が、本市の

将来人口に与える影響が大きくなることが分かりました。将来の人口減少を

抑制するためには、本市の場合、自然増減よりもより社会増減（転入の増加、

転出の抑制）に関する施策の実施が有効だと考えられます。 

 

  

34.7

37.5

41.4

44.3
45.4 45.6 45.3 45.2 45.7 45.7 45.3

45.1 45.0
44.4 44.0 44.2 43.8

42.9

40.5

42.3
41.6

40.1

37.9

35.6

33.8

31.4

28.3
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平成22年 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 令和32年 令和37年 令和42年

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

社人研による推計 （％） シミュレーション１ （％） シミュレーション２ （％）

自然増減の影響度 

シミュレーション１の総人口÷国立

社会保障・人口問題研究所の総人口 

以下の 5 段階に整理 

「1」＝100％未満 

「2」＝100～105％ 

「3」＝105～100％ 

「4」＝100～115％ 

「5」＝115％以上 

社会増減の影響度 

シミュレーション２の総人口÷シミ

ュレーション１の総人口 

以下の 5 段階に整理 

「1」＝100％未満 

「2」＝100～110％ 

「3」＝110～120％ 

「4」＝120～130％ 

「5」＝130％以上 
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【自然増減及び社会増減の影響度（2045年（令和 27 年））】 

 

 

 

【自然増減と社会増減の影響度（将来）】 

 

 

 

  

自然増減 影響度 シミュレーション１（A)
国立社会保障・

人口問題研究所（B)
A/B 影響度

総　人　口 20,985 20,416 102.8 2

社会増減 影響度 シミュレーション２（C) シミュレーション１（A) C/A 影響度

総　人　口 26,119 20,985 124.5 4

1 2 3 4 5 総計

1 姶良市
1

（2.33％）

2 日置市、鹿児島市
2

（4.65％）

3

鹿屋市、屋久島
町、龍郷町、喜界

町

出水市、薩摩川内
市、東串良町、霧

島市

8
（18.60％）

4

十島村、志布志
市、与論町、宇検
村、瀬戸内町、天

城町

さつま町、曽於
市、南九州市、西
之表市、指宿市

いちき串木野市、
枕崎市

13
（30.23％）

5

伊仙町、和泊町、
徳之島町、長島
町、知名町、三島
村、南種子町

阿久根市、垂水
市、伊佐市、奄美
市、湧水町、大崎
町、大和村、錦江
町、南大隅町、肝
付町、中種子町

南さつま市
19

（44.19％）

総計
17

（39.53％）
21

（48.84％）
5

（11.63％）
43

（100.00％）

※ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成
※ 自然増減の影響度：シミュレーション1の総人口/パターン1の総人口の数値に応じて、以下の5段階に整理。

「1」＝100％未満、「2」＝100～105％、「3」＝105～110％、「4」＝110～115％、「5」＝115％以上
※ 社会増減の影響度：シミュレーション2の総人口/シミュレーション1の総人口の数値に応じて、以下の5段階に整理。

「1」＝100％未満、「2」＝100～110％、「3」＝110～120％、「4」＝120～130％、「5」＝130％以上。

自然増減の影響度（2045年/令和27年）

社会増減の影響
度

（2045年
/

令和27年）



51 

 

 

 

 

本市の人口減少・高齢化が及ぼす影響について、まず産業面では本市の基

幹産業である第一次産業（農業、林業、畜産業等）の担い手不足とそれに伴

う産業全体の衰退が予想されます。全国平均・県内平均と比較しても本市の

第一次産業従事者比率は依然として高い水準にありますが、経年でみた場合

は次第に減少傾向にあります。全体の生産年齢人口（15～64歳）が減少し、

且つ第一次産業従事者の比率も減少傾向にあることから、今後も第一次産業

の担い手は急激に減少するものと見込まれ、その分従事者一人当たりの負担

が増えるものと考えられます。 

 

  「交通弱者」の発生も、本市の人口減少・高齢化に大きく関わっています。

これは、高齢化が進むことで自家用車を運転できない（しない）高齢者が増

え、様々な場所への移動が難しくなるという問題です。本市は財部地区の一

部にＪＲ日豊本線が通っているほか、市内の各地区にバス交通網が敷かれて

いるものの、本市の大部分を占める山間部には財源上の制約等から利便性を

感じることができるほどの地域交通を提供できずにいます。また、今後人口

減少が進むと、地域交通を提供するエリアや頻度についても見直しを加えざ

るを得ない状況になるものと見込まれ、悪循環が続く可能性があります。 

 

さらに「交通弱者」と深い関係を持つのが、「買い物難民」といわれる問題

です。これは、もともと住民の近所にあった小売店が閉店してしまうことで、

そこで買い物をしていた住民の食料・日用品の調達に支障をきたす状態を指し

ます。本市の場合は、都城市、霧島市といった自動車で移動できる範囲に人口

規模が大きな自治体があり、本市住民も若い世代を中心に自家用車で買い物に

いくことが多くなっています。しかしながら、自家用車をもたない高齢者、そ

して現在若い世代であっても今後高齢化していくにつれ、自家用車をもたない

という選択をする住民も出てくるものと考えられ、現在はもちろんのこと、将

来を見据えた対策をとる必要があります。 

 

  人口の減少は、本市のまちづくりの拠点でもある公共施設にも大きな影響

を与えます。本市には現在、多くの公共施設があり、経済成長と人口増加が

続く時代に大量に建設されてきました。平成の大合併時に旧町単位で同じ用

途の公共施設が存在している場合も多く、これら公共施設の維持管理、更新

には今後莫大な費用が必要です。人口減少により、税収が減少する中で全て

  人口減少・高齢化が本市に及ぼす影響 
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の施設を維持し続けるのは極めて困難な状況にあり、施設の統廃合について

今後検討を進める必要があります。さらに、公共施設ではないものの、生活

にとって必要不可欠な小売店等のサービス、病院等の医療サービス、銀行等

の金融サービスもその提供規模がさらに縮小される可能性も高くなっており、

それが本市のさらなる不便さにつながることも考えられます。 

 

  本市の財政状況の面からみても、総人口の減少、高齢者の割合の増加の影

響は深刻です。本市の総人口は既に減少段階に入っています。しかしながら、

65 歳以上の老年人口については、 2020 年（令和２年）まで引き続き増加傾

向にあります。従って、本市財政の歳出面では、2020 年（令和２年）までは

現行の行政サービス内容を維持し続ける場合、高齢者福祉のための支出が増

え続ける事態が考えられます。 

 

  一方の歳入面は、生産年齢人口（15～64 歳）の生産・消費活動に大きく依

存しています。主に労働するのは生産年齢にあたる住民であり、彼らの生産

（労働）活動と納める各種税金が本市の主要な歳入の一つとなっているため

です。しかし、本市の生産年齢人口は今後も減少するものと見込まれ、それ

に合わせて歳入も減少していくことが予想されます。当分の間、歳出は増え

続けるにも関わらず、歳入は減少し続けることによって、本市財政状況はま

すます厳しくなると考えられています。 
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「本市で結婚・出産・子育てを行う予定はありますか？」 

＜全体＞                ＜20 歳～29 歳＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2015年（平成 27年）３月から４月にかけて、本市で転入並びに転出手続きを行った方を

対象に実施したアンケート調査を基に作成。 

  

  住民の結婚・出産・子育て等に関する意識や希望 

ある

34.2%

ない

43.4%

無効回答

0.0%

無回答

22.4%

回答者数

76人 ある

52.0%

ない

28.0%

無効回答

0.0%

無回答

20.0%

回答者数

25人

         人口の将来展望  第４章 
  １ 将来展望に必要な調査分析 

全年齢で見た場合は、「予定がない」とする住民が多い一方で、20～49 歳は「予定」

があると答えた人の割合が最も高い。 
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「曽於市の子育て・教育環境についてどう思いますか。」 

＜全体＞ 

 

 

 

 

 

 

 

※2015年（平成 27年）６月実施、曽於市人

口ビジョン策定に係る市民意識調査結果

（学生以外）を基に作成。 

 

「あなたは曽於市に住み続けたいと思いま

すか。」 

＜全体＞                ＜16 歳～19 歳＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2015年（平成 27年）６月実施、曽於市人口ビジョン策定に係る市民意識調査結果を基に

作成。 

 

  地方移住の現状や希望 

これからも住

み続けたい

58.2%

当分は住みた

い・住むであろ

う
28.9%

いずれは引っ

越したい・ほか

に住みたい市

町村がある

3.1%

はやく引っ越し

たい

0.3%

（仕事などの

都合で）いず

れは転出予定

である

2.9%
わからない

5.2%

無効回答

0.2%

無回答

1.2%

回答者数
1,004人

これからも住

み続けたい, 

14.8%

当分は住みた

い・住むであろ

う, 14.8%

いずれは引っ

越したい・ほか

に住みたい市

町村がある, 

14.8%

はやく引っ越し

たい, 0.0%

（仕事などの

都合で）いず

れは転出予定

である, 29.6%

わからない, 

25.9%

無効回答, 

0.0%無回答, 0.0%

回答者数
27人

「どちらかといえば子育てしやすい」と答えた

人の割合が 46.0％と最も高くなっている。 

全年齢で見た場合は、住み続けたいという住民が多い一方で、16～19 歳は大半が

態度未定、もしくは転出する意向をもっている。 

子育て

しやすい

10.9%

どちらかとい

えば子育て

しやすい
46.0%

どちらとも

いえない

33.7%

どちらかとい

えば子育て

しにくい
4.9%

子育て

しにくい

4.0%

無効回答

0.5%

回答者数

202人
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「今後、本市に戻ってくる予定はありますか？」 

＜全体＞                 ＜うち本市出身者＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2015年（平成 27年）３月から４月にかけて、本市で転入並びに転出手続きを行った方を

対象に実施したアンケート調査を基に作成。 

 

「戻る予定がない理由について教えてください。」 

＜全体＞                 ＜うち本市出身者＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１～５年で戻る

予定

10.0%

５～10年で戻

る予定

3.6%

１０～２０年で

戻る予定

0.0%

時期は分から

ないが戻る予

定
35.5%

戻る予定はな

い

42.7%

無効回答

0.0%

無回答

8.2%

回答者数

110人

１～５年で戻る

予定

13.2%

５～10年で戻

る予定

5.3%

１０～２０年で

戻る予定

0.0%

時期は分から

ないが戻る予

定
43.4%

戻る予定はな

い

28.9%

無効回答

0.0%

無回答

9.2%

回答者数

76人

商工業に関連

する雇用の場

がない
9.1%

農林水産業に

関連する雇用

の場がない
0.0%

高齢者にとっ

て住みにくいま

ちである
0.9%

子育て世代に

とって住みにく

いまちである
0.0%

学校教育の環

境に課題があ

る
0.9%

その他

30.9%

無効回答

2.7%

無回答

55.5%

回答者数

110人

商工業に関連

する雇用の場

がない
27.3%

農林水産業に

関連する雇用

の場がない
0.0%

高齢者にとっ

て住みにくいま

ちである
0.0%

子育て世代に

とって住みにく

いまちである
0.0%

学校教育の環

境に課題があ

る
4.5%

その他

50.0%

無効回答

9.1%

無回答
9.1%

回答者数

22人

全体では「戻る予定はない」と答えた人の割合が 42.7％と最も高くなっている。また、

本市出身者の場合は「時期は分からないが戻る予定」が最も高くなっている。 

「無回答」及び「その他」を除外すると、いずれの場合も「商工業に関連する雇用の場

がない」と答えた人の割合が最も高くなっている。 
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※2015年（平成 27年）３月から４月にかけて、本市で転入並びに転出手続きを行った方を

対象に実施したアンケート調査を基に作成。 

 

「…今後定住する人が増加し、本市がさらににぎわいのあるまちになるために必要だと思

うとりくみについて教えてください。」 

＜転入者＞               ＜転出者＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2015年（平成 27年）３月から４月にかけて、本市で転入並びに転出手続きを行った方を

対象に実施したアンケート調査を基に作成。 

 

 

「あなたの進路はどれにあたりますか。」 

＜全体＞ 

 

 

 

 

 

 

 

※2015 年（平成 27 年）６月実施、曽於市人口

ビジョン策定に係る市民意識調査結果（学生）

を基に作成。 

  大学等卒業後の地元就職の現状や希望 

32.9%

17.1%

11.8%

43.4%

31.6%

5.3%

0.0%

23.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

商工業と関連する雇用が充実しているまち

農林水産業と関連する雇用が充実しているまち

高齢者にやさしいまち

子育て世帯にやさしいまち

学校教育が充実しているまち

その他

無効回答

無回答
回答者数

76人

50.0%

8.2%

13.6%

35.5%

19.1%

5.5%

0.0%

13.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

商工業と関連する雇用が充実しているまち

農林水産業と関連する雇用が充実しているま

ち

高齢者にやさしいまち

子育て世帯にやさしいまち

学校教育が充実しているまち

その他

無効回答

無回答
回答者数

110人

進学を希望し

ている

34.2%

就職を希望し

ている
34.2%

まだ決めてい

ない

9.1%

無効回答

0.0%

無回答

22.5%

回答者数

120人

「進学を希望している」と「就職を希望して

いる」と答えた人の割合がともに最も高くな

っている。 

「商工業と関連する雇用が充実しているまち」と「子育て世帯にやさしいまち」がともに

重要ではあるが転入者と転出者でその順位が逆転していることがわかる。 
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「あなたが将来、住む場所を選ぶときに大事なことはなんですか。」 

＜全体＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2015年（平成 27年）６月実施、曽於市人口ビジョン策定に係る市民意識調査結果（学生）

を基に作成。 

 

「…その仕事や企業は、曽於市あるいは曽於市から通勤できるところにありますか。」 

＜全体＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2015年（平成 27年）６月実施、曽於市

人口ビジョン策定に係る市民意識調査結

果（学生）を基に作成。 

 

 

 

63.3%

38.3%

22.5%

4.2%

5.0%

9.2%

5.8%

61.7%

22.5%

9.2%

11.7%

2.5%

25.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

やりたい仕事ができること

希望する条件の企業があること

親、家族と一緒に（近くで）暮らせること

新しいところであること

育ったところであること

都会であること

田舎であること

買い物や交通など、生活に便利なこと

自然が豊かであること

にぎやかであること

静かであること

その他

無回答

回答者数
120人

曽於市に

ある

20.0%

今、曽於市に

はない

48.3%

その他

7.5%

無効回答

0.0%

無回答

24.2%

回答者数

120人

「やりたい仕事ができること」と答えた人の割合が最も高いが、「買い物や交通など、生

活に便利なこと」と答えた人の割合も比較的高い。 

「今、曽於市にはない」と答えた人の割合

が 48.3％と半数近くにのぼり、将来的に

は半数近くの学生が本市から転出する可

能性が高いと考えられる。 
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国立社会保障・人口問題研究所による推計では、今後さらなる人口減少が

予測されていますが、前述の人口減少・高齢化が本市に及ぼす影響を抑制す

るためにも人口減少の幅を少しでも小さくすることが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  ２ 独自推計にみる本市人口の推移 

合計特殊出生率の仮定（目標） 

 

純移動率の仮定（目標） 

 

人口ビジョン策定当時の合計特殊出生率の水準（1.61）から

2025 年（令和７年）に 1.9、2035 年（令和 17 年）に人口置

換水準である 2.1 に到達し、以後一定と仮定。 

2025 年（令和 7 年）までに、本市の過去の人口移動がもっと

も落ち着いていた時期（転出者数が最も少ない時期）である

1995 年（平成 7 年）～2000 年(平成 12 年) の純移動率に均等

に回復し、それ以後一定であると仮定。当該期間中に転出超

過となっていた年代については、総合戦略の実施によって、

さらに純移動率の割合が 25％もしくは 50％抑制されるもの

と仮定し推計を実施。 
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【独自推計に基づく将来人口推計】 

 

 

 

独自推計によると、2010年（平成 22年）を 100％とした場合、2060年（令

和 42年）の年少人口は、2010年（平成 22年）の 80.9％（▲854人）になり

ます。これは国立社会保障・人口問題研究所の推計よりも人口減少が抑えら

れる試算となります。また生産年齢人口の減少についても、国立社会保障・

人口問題研究所の推計ではさらに減少するところですが、独自推計では 2010

年（平成 22年）を 100％とした場合、2060年（令和 42年）は 2010年（平成

22年）の 58.2％（▲8,837人）に押しとどめることができます。さらに、年

少人口と生産年齢の人口減少に歯止めがかかったことにより、老年人口の割

合が生産年齢人口の割合を上回ることはなく、高齢化にも一定の歯止めがか

かった状態であると言えます17。上記仮定に基づく独自推計を本市が将来的に

目指す目標値とし、その達成のため、「曽於市まち・ひと・しごと総合戦略」

を策定します。 

 

 

 

 

 

 

  

 
17 内閣府にて配布された推計ツールに本市独自の条件を加え推計を実施。当該データを企画課にて加工。 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

平成22年 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 令和32年 令和37年 令和42年

総人口 （人） 39,218 36,557 33,585 31,904 30,393 29,116 27,891 26,652 25,517 24,674 24,030

総人口（2010年を100％とした場合） （％） 100.0 93.2 85.6 81.4 77.5 74.2 71.1 68.0 65.1 62.9 61.3

（人） 4,468 4,063 3,840 3,659 3,608 3,772 3,830 3,793 3,736 3,688 3,614

（％） 11.4 11.1 11.4 11.5 11.9 13.0 13.7 14.2 14.6 14.9 15.0

（人） 21,155 18,785 15,836 14,470 13,742 13,217 12,937 12,639 12,231 12,163 12,318

（％） 53.9 51.4 47.2 45.4 45.2 45.4 46.4 47.4 47.9 49.3 51.3

（人） 13,595 13,709 13,909 13,775 13,043 12,128 11,124 10,220 9,550 8,823 8,097

（％） 34.7 37.5 41.4 43.2 42.9 41.7 39.9 38.3 37.4 35.8 33.7

年少人口（0～14歳）

生産年齢人口（15～64歳）

老年人口（65歳以上）
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【独自推計に基づく将来人口推計】 

 
 

 

【独自推計に基づく将来人口推計（構成比率）】 

 
 

 

 

 

 

 

4,468 4,063 3,840 3,659 3,608 3,772 3,830 3,793 3,736 3,688 3,614

21,155
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15,836 14,470 13,742 13,217 12,937 12,639 12,231 12,163 12,318
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2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

年少人口（0～14歳） （人） 生産年齢人口（15～64歳） （人） 老年人口（65歳以上） （人）

39,218
36,557

33,585
31,904

30,393
29,116

27,891
26,652 25,517 24,674 24,030

11.4 11.1 11.4 11.5 11.9 13.0 13.7 14.2 14.6 14.9 15.0

53.9
51.4
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45.4 45.2 45.4
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41.4
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平成22年 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 令和32年 令和37年 令和42年

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

年少人口（0～14歳） （％） 生産年齢人口（15～64歳） （％） 老年人口（65歳以上） （％）
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  各種データの分析、住民に対するアンケート結果から、本市の人口問題に

ついて、特に克服すべき課題と目指すべき将来の方向性が明らかになりまし

た。 

  

  ３ 目指すべき将来の方向 

若年層が魅力に感じる雇用が

不足し、転出につながってい

る。一方で、第一次産業等の担

い手不足。 

安定した雇用・所得の創出を促

し、特に若年層の定住・定着を

目指します。 

本市に滞在・宿泊する人の数が

少なく、本市の魅力が市外の

人々に充分に伝わっていない。 

本市の魅力に触れる人を増や

し、それをきっかけに本市への

定住につなげます。 

本市人口問題の課題 本市人口問題の方向性 

国立社会保障・人口問題研究所による将来推計 

 

2030 年（令和 12 年）：27,895 人 

（※前回推計：27,941 人）  

2060 年（令和 42 年）：14,678 人 

       （※前回推計：15,021 人） 

本市独自推計（本市が今後目指す目標値） 

2030 年（令和 12 年）：30,393 人 

       （※前回推計：31,854 人） 

2060 年（令和 42 年）：24,030 人 

       （※前回推計：25,151 人） 

本市人口問題の特徴 

若年層の流出、晩婚化等によ

って「そおっ子」の数が減少傾

向にある。 

子育て世代に支持されるまち

づくりによって若年層の転入を

増やし、本市で生まれる「そお

っ子」増加につなげます。 

地域としてのつながり・活力が

次第に弱まっており、高齢者を

中心に日常生活に支障が生じ

つつある。 

まちと住民、住民同士がつなが

り、全ての住民が本市に愛着を

感じられるようなまちづくりを行

います。 

若年層（15～34 歳）の転出が人口減少の主な原因。 

自然増減以上に社会増減が本市の将来人口に大きな影響を与える。 



 

 



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２編 

曽
於
市
総
合
戦
略 

本編では、第 1 編で提示した人

口問題に関する本市取り組み

の方針に基づき、具体的な取り

組みごとに詳細な考え方と目

標を提示するものです。 
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第１編「曽於市人口ビジョン」では、本市の人口の将来推計と、将来予想

される人口減少による影響の把握を行うとともに、本市取り組みの方向性及

び目標とすべき人口を提示しました。 

 

第２編「曽於市総合戦略」では、「曽於市人口ビジョン」で提示された「本

市取り組みの方向性と目標とすべき人口」を踏まえ、実現のための具体的な

取り組みとその目標を提示します。基本的には 2015年（平成 27年）10月に

策定された第１期総合戦略の内容を承継しながらも、新たな視点や課題も踏

まえながら本市の人口増に向けた取り組みを検討します。「重点プロジェクト」

については、本市で人口減少を抑制するために必要かつ具体的な取り組み指

針であり、①成果指標の達成・進捗度合い、②事務事業を取り巻く課題、③

第２期総合戦略推進に向けた取り組み方針を、2023年度（令和５年度）の実

施状況を反映した上で提示します。 

 

 

 

 

 

これまでも、本市を含めた全国の自治体が「地域経済・雇用対策」「少子化

対策」といった様々な分野で政策を実施してきました。これらの政策は部分

的には成果を上げてきたものの、本市を含む多くの自治体では人口流出や少

子化・高齢化に歯止めがかかっていません。 

 

 

これらの現状について、 2014 年（平成 26 年）12 月 27 日に閣議決定され

た、国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、①政府の省庁における

「縦割り」や制度の「縦割り」、②地域の特性を考えない「全国一律」の手法、

③効果を確認しないままの「バラマキ」施策、④対症療法的な施策、⑤短期

的な成果を求める施策に原因があると考え、その反省から国の総合戦略につ

         基本的な考え方  第１章 
  １ 総合戦略の趣旨 

  ２ 国の動向と総合戦略策定のポイント 

  国による「五つの政策原則」 
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いては、次頁にある政策五原則に基づいて考えるべきだとしています18。本市

でも総合戦略を検討するに当たっては、国と同様に次頁にある政策五原則を

踏まえるものとします。 

 

  

 
18 「まち・ひと・しごと創生総合戦略」４～６頁参照。2014 年（平成 26 年）12 月 27 日閣議決定。 
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・地域や地域の企業・個人を利す

る。 

・国の支援が無くても、継続しき

る状態を目指し、そのための工

夫をしている。 

・自治体の抱える問題の根本部分

の解決につながる施策である。 

自立性 1 

・地方が自主的かつ主体的に、夢

を持って前向きな取り組みを支

援するような施策である。 

・活力ある地域産業を維持及び創

出する施策である。 

・地域の絆を実感でき、住民が心

豊かに生活できる環境を実現で

きる施策である。 

将来性 2 

・各地域の実態に即した施策であ

る。 

・客観的なデータによって各地域

の実情や将来性を分析し、施策

の持続性等について検証の結果

を反映できる施策である。 

・広域連携を検討する。 

地域性 3 

・地域の「まち・ひと・しごと」

を直接的に支援する施策であ

る。 

・住民や、「産官学金労言」と連携

するための体制を整備し、連携

によって施策の効果を高める。 

※金…金融機関、労…労働団体 

 言…報道機関等 

直接性 4 

・「PDCA サイクル」の下で、具体

的な数値目標を設定し、施策の

効果を客観的な指標で検証及び

改善する。 

・取組内容の変更や中止がスムー

ズに行える仕組みである。 

※PLAN（計画）、DO（実施）、CHECK

（評価）、ACTION（改善） 

結果重視 5 

 
まち・ひと・しごと

創生

政策五原則
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前節における政策五原則に基づき、国や県そして本市では地域の人口減少

を少しでも抑制するために、総合戦略の中で基本目標を立て、それぞれに具

体的な取り組みと目標を設定しました。本市では国の４つの基本目標に対応

した、４つの「重点プロジェクト」として整理しています。 

 

【総合戦略における基本目標】 

国 鹿児島県19 曽於市 

地方にしごとをつくり、安心

して働けるようにする 

「しごと」をつくる 
 
・鹿児島に産業・雇用をつくる 

・農林水産業や観光など重点的な振興

を図る 

地方における安定した雇用

を創出する 
 

『しごと「そお」生(せい)』プロ

ジェクト 

地方への新しいひとの流れ

をつくる 

地方への新しい人の流れを

つくる 
 

『にぎわい「そお」生(せい)』プ

ロジェクト 

若い世代の結婚・出産・子育

ての希望をかなえる 

「ひと」をつくる 
 
・鹿児島への人の流れをつくる・人を

育てる 

・鹿児島で結婚・出産・子育ての希望

をかなえる 

・誰もが個性と能力を発揮し活躍でき

る社会をつくる 

若い世代の結婚・出産・子育

ての希望をかなえる 
 

『家族の笑顔「そお」生(せい)』

プロジェクト 

時代に合った地域をつくり、

安心なくらしを守るととも

に、地域と地域を連携する 

「まち」をつくる 
 
・活力があり、安心・安全な 暮らし、

地域でのつながりがある、かごしま

をつくる 

時代にあった地域をつくり、

安心なくらしを守るととも

に、地域と地域を連携する 
 

『生活環境「そお」生(せい)』プ

ロジェクト 

 

次に、国の「まち・ひと・しごと創生基本方針 2019」は、４つの基本目標

を達成するために必要な具体的な取り組みを検討するに当たって、意識するべ

き「視点」を提示します20。これは、地域や社会を取り巻く最新の技術や考え

方等を反映したものです。本市も、これら「視点」を踏まえたうえで、４つの

基本目標を達成するために必要な具体的な取り組みを検討します。 

 
19 鹿児島県「鹿児島県まち・ひと・しごと創生総合戦略（概要）」（総合戦略の対象期間：令和２～９年度）2023 年（令

和５年）３月。鹿児島県ホームページ

（https://www.pref.kagoshima.jp/ac11/kensei/keikaku/chihousousei/documents/49968_20231227113511-1.pdf）で

閲覧可能。 
20 「まち・ひと・しごと創生基本方針 2019」７～８頁参照。2019 年（令和元年）６月 21 日閣議決定。 

  基本目標と新たな視点 
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【意識するべき「視点」21】 

地方へのひと・資金の流れを強化する 

 将来的な地方移住にもつながる「関係人口」22の創出・拡大 

 企業や個人による地方への寄附・投資等による地方への資金の流れの強化 

新しい時代の流れを力にする 

 Society5.023の実現に向けた技術の活用 

 SDGs24を原動力とした地方創生 

人材を育て活かす 

 地方創生の基盤をなす人材に焦点を当て、掘り起こしや育成、活躍を支援 

民間と協働する 

 地方公共団体に加え、NPO 等の地域づくりを担う組織や企業と連携 

誰もが活躍できる地域社会をつくる 

 女性、高齢者、障害者、外国人等誰もが居場所と役割を持ち、活躍できる地域社会を実

現 

地域経営の視点で取り組む 

 地域の経済社会構造全体を俯瞰して地域をマネジメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
21 「地方版総合戦略の策定・効果検証のための手引き（令和元年６月版）」８頁。 
22 「移住した『定住人口』でもなく、観光に来た『交流人口』でもない、地域と多様にかかわる人々を指す言葉」。具

体的には地域を「行き来する者『風の人』」、「何らかの関わりがある者（過去の勤務や居住、滞在等）」、「地域内にル

ーツがある者（近居）」、「地域内にルーツがある者（遠居）」等を指します。総務省「地域への新しい入り口『関係人

口』ポータルサイト」参照（http://www.soumu.go.jp/kankeijinkou/）で閲覧可能。 
23 「・サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合させることにより、 

・地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在的なニーズにきめ細かに対応したモノやサービス

を提供することで経済的発展と社会的課題の解決を両立し、 

・人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会」（「科学技術イノベーション総合戦

略 2016」（平成 28 年５月 24 日閣議決定）３頁。）内閣府ホームページ

（https://www8.cao.go.jp/cstp/sogosenryaku/2016/honbun2016.pdf）で閲覧可能。 

24 Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略であり、2015 年９月の国連サミットで採択された 2030

年を期限とする、先進国を含む国際社会全体の 17 の開発目標。 
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本市の人口減少を少しでも抑制するためには、単に計画を策定しただけで

はなく、実践し結果を出すことにこそ必要です。実行性の高い「曽於市まち・

ひと・しごと総合戦略」を策定するためには、計画段階でその位置付けと実

行までの流れを明らかにし、住民全員で総合戦略の目的や内容を共有する必

要があります。 

 

 

 

「曽於市まち・ひと・しごと総合戦略」は前節で述べた通り、「曽於市人口

ビジョン」で提示された「本市取り組みの方向性」を踏まえ「目標とすべき

人口」を達成するための各種政策を提示するものです。 

 

しかし、「曽於市まち・ひと・しごと総合戦略」をより大きな枠組みの中で

見ると、 2016年度（平成 28年度）より始まった「第二次曽於市総合振興計

画」の一部に含まれます。「第二次曽於市総合振興計画」で掲げられた将来像

の中に、「曽於市まち・ひと・しごと総合戦略」における目指すべき方向性も

含まれるからです。そのため「曽於市まち・ひと・しごと総合戦略」を通じ

て人口問題に取り組むに当たっては、本市の最上位計画である「第二次曽於

市総合振興計画」を無視することはできません。また、本市では教育や福祉

等の各分野でより具体的な個別計画が策定されています。それら個別計画と

も矛盾しないよう注意を払いながら、より効果的な取り組みを実施します。 

 

 

  

  ３ 総合戦略実行に向けた取り組み 

  実行に向けた取り組み～総合振興計画との連携～ 
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連携イメージ図 

曽於市 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略 

曽於市人口ビジョン 

曽於市総合戦略 

人口推移、人口推計。 

将来展望。 

本市が目指す将

来人口と取り組

みの方向性 

重点プロジェクト 

1 2 
 

3 
 

4 
 

歳出科目 

款：大分類 

項（もしくは目）：

中分類 

事業：小分類 

し
ご
と
「
そ
お
生
」
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

に
ぎ
わ
い
「
そ
お
生
」
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

家
族
の
笑
顔
「
そ
お
生
」
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

生
活
環
境
「
そ
お
生
」
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

基本構想 

基本計画 

実施計画 

基本計画 

基本方向 

施策 

今後 10 年間で行う、本

市政策の基本的な方向

性を示すもの。 

第二次曽於市総合振興計画 

基本計画をさらに細かく分

類し、それぞれの目標や取り

組みの方針を設定したもの。 

将来像と基本方向を実現す

るために設定された分野毎

の施策グループ。 

健全で効率的な財政運営を

考慮しながら、３年間の施策

取り組み内容を示したもの。 

将来像 
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「曽於市まち・ひと・しごと総合戦略」は、本市人口減少の抑制を目的と

し、2020年度（令和２年度）から 2025年度（令和７年度）までに取り組む政

策を取りまとめたものです。しかし、従来の「計画」は計画に沿って政策を

実行しても、その結果を振り返り次の取り組みに活用すると言う視点が見落

とされがちでした。そのため、当該政策が効果的だったかの検証がなされな

いままに継続・廃止されてしまった政策も存在します。 

 

以上の反省を踏まえ、本市では単に政策を取りまとめるだけでなく、当該

政策の進捗度合いを測るため「重要業績評価指標（ＫＰＩ）」を設定し、達成

度合いに応じた適切な対応をとるものとします25。具体的には「重点プロジェ

クト」について、進捗度合いを測るとともにその課題を振り返った上で、新

たな取り組みを検討します。 

 

なお、「重要業績評価指標（ＫＰＩ）」についても、「第二次曽於市総合振興

計画」における施策・事務事業・重点施策の進捗度と合わせて確認を行うこ

とで、本市まちづくり全体との連携・調和を図ります。 

 

 

 

 

 

  

 
25 重要業績評価指標（ＫＰＩ）：Key Performance Indicator の略称。施策ごとの進捗状況を検証するために設定

する指標をいう。 

  実行に向けた取り組み～結果重視～ 

CHECK 

実行結果が目標・計画に沿って

いるかを確認します。 

 

DO 

計画に沿って施策を実行しま

す。 

PDCA サイクルイメージ図 

ACTION 

確認した結果導き出される改善

策を実行します。 

PLAN 

目標達成のために必要となる手

法を計画します。 
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本節では、「曽於市総合戦略」を策定するにあたり参考となる現状分析を行

います。まず、定住の基本となる産業及び雇用に関する分析を行い、次に結

婚・出産等に関する分析を行います。 

 

 

 

本市に雇用を生み出すためには、まず本市の基盤となる産業、本市の強

みを見つける必要があります。そして、本市の基盤となる産業、本市の強

みを見つけるための方法の一つとして、「特化係数」並びに「修正特化係数」

という考え方があります。特化係数とは、「ある特定の地域の産業の相対的

な集積度、つまり強みを見る指標」であり、「地域の稼ぐ力」です。特化係

数は 1 を上回ると基盤産業となり、本市では「協同組合（他に分類されな

いもの）」（3.02）、「林業」（2.47）や「農業」（2.15）、「飲料・たばこ・飼

料製造業」（1.70）、等が高くなっています26。 

一方、本市における主な労働の場は「食料品製造業」（10.94）や「社会

保険・社会福祉・介護事業」（10.79）、であり、これも「雇用力」という点

で本市の産業上の特徴を示しています。以上から、「稼ぐ力」を持つ産業が

さらに人材を雇用できるように後押しをするか、現状「雇用力」を持つ産

業がより「稼げる」よう市としての取り組みを検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
26 中村良平「地域産業構造の見方、捉え方―第 2 回：基盤産業をどう見つけるか？―」、総務省統計局「地域の産業・

雇用創造チャート」（http://www.stat.go.jp/info/kouhou/chiiki/index.htm）参照。 

  ４ 本市の現状分析 

  本市産業の状況と強み 

http://www.stat.go.jp/info/kouhou/chiiki/index.htm）参照
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【「雇用力」「稼ぐ力」に見る本市の中心産業】 
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【本市の市内総生産】 

 

 

※鹿児島県「市町村民所得推計報告書」を基に企画政策課作成。ただし、四捨

五入の関係で総数と内訳が一致しない場合がある。 

 

 

 

単位：百万円、％

111,132 100.0 108,599 100.0 110,398 100.0 111,756 100.0 127,086 100.0

13,309 12.0 14,333 13.2 16,376 14.8 18,696 16.7 18,742 14.7

農業 12,443 11.2 13,229 12.2 15,447 14.0 17,715 15.9 17,558 13.8

林業 866 0.8 1,104 1.0 929 0.8 981 0.9 1,184 0.9

水産業 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

30,179 27.2 24,783 22.8 23,699 21.5 22,518 20.1 32,613 25.7

鉱業 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 337 0.3

製造業 15,147 13.6 16,340 15.0 17,570 15.9 16,327 14.6 17,469 13.7

建設業 15,032 13.5 8,443 7.8 6,129 5.6 6,191 5.5 14,807 11.7

66,932 60.2 68,500 63.1 69,546 63.0 70,012 62.6 74,851 58.9

電気・ガス・水道・廃棄物 1,652 1.5 1,799 1.7 2,116 1.9 2,137 1.9 1,818 1.4

御売・小売業 7,332 6.6 7,670 7.1 8,406 7.6 8,533 7.6 10,331 8.1

運輸・郵便業 6,880 6.2 7,628 7.0 7,368 6.7 7,791 7.0 8,579 6.8

宿泊・飲食サービス 1,134 1.0 1,091 1.0 1,105 1.0 1,248 1.1 1,444 1.1

情報通信業 3,578 3.2 3,542 3.3 3,565 3.2 3,691 3.3 3,419 2.7

金融・保険業 2,879 2.6 2,724 2.5 2,717 2.5 2,641 2.4 2,732 2.1

不動産業 12,100 10.9 12,138 11.2 12,209 11.1 12,124 10.8 12,457 9.8

専門・科学技術，業務支援サービス業 2,659 2.4 3,084 2.8 3,079 2.8 3,146 2.8 2,602 2.0

公務 6,289 5.7 6,327 5.8 6,361 5.8 6,267 5.6 6,959 5.5

教育 5,443 4.9 5,575 5.1 5,763 5.2 5,981 5.4 5,596 4.4

保健衛生・社会事業 13,780 12.4 13,586 12.5 13,454 12.2 13,229 11.8 15,316 12.1

その他のサービス 3,206 2.9 3,336 3.1 3,402 3.1 3,224 2.9 3,598 2.8

1,408 1.3 1,833 1.7 1,817 1.6 1,602 1.4 2,081 1.6

695 0.6 850 0.8 1,040 0.9 1,072 1.0 1,201 0.9

2017年度

平成29年度

（控除）消費税

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

総生産

第1次産業

第2次産業

第3次産業

関税等

単位：百万円、％

122,096 100.0 125,530 100.0 120,170 100.0 119,949 100.0

16,284 13.3 19,191 15.3 18,901 15.7 18,384 15.3

農業 14,966 12.3 18,010 14.3 17,859 14.9 17,069 14.2

林業 1,317 1.1 1,182 0.9 1,042 0.9 1,316 1.1

水産業 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

30,173 24.7 30,002 23.9 26,551 22.1 25,411 21.2

鉱業 340 0.3 327 0.3 341 0.3 319 0.3

製造業 17,564 14.4 16,243 12.9 11,246 9.4 12,786 10.7

建設業 12,269 10.0 13,431 10.7 14,963 12.5 12,305 10.3

74,690 61.2 75,482 60.1 73,919 61.5 74,963 62.5

電気・ガス・水道・廃棄物 1,856 1.5 1,917 1.5 1,852 1.5 1,972 1.6

御売・小売業 10,253 8.4 10,011 8.0 9,393 7.8 9,718 8.1

運輸・郵便業 8,626 7.1 8,695 6.9 8,252 6.9 8,725 7.3

宿泊・飲食サービス 1,565 1.3 1,583 1.3 1,081 0.9 1,121 0.9

情報通信業 3,484 2.9 3,499 2.8 3,829 3.2 3,548 3.0

金融・保険業 2,760 2.3 2,942 2.3 2,454 2.0 2,916 2.4

不動産業 12,360 10.1 12,438 9.9 12,499 10.4 12,484 10.4

専門・科学技術，業務支援サービス業 2,623 2.1 2,677 2.1 2,750 2.3 2,834 2.4

公務 7,071 5.8 7,166 5.7 7,156 6.0 7,038 5.9

教育 5,743 4.7 5,890 4.7 6,052 5.0 6,239 5.2

保健衛生・社会事業 14,911 12.2 14,984 11.9 14,850 12.4 14,675 12.2

その他のサービス 3,436 2.8 3,678 2.9 3,752 3.1 3,692 3.1

2,141 1.8 2,173 1.7 2,122 1.8 2,462 2.1

1,191 1.0 1,317 1.0 1,323 1.1 1,271 1.1

2021年度

令和３年度

2019年度

令和元年度

2020年度

令和２年度

2018年度

平成30年度

（控除）消費税

総生産

第1次産業

第2次産業

第3次産業

関税等
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【本市産業の強み…農業産出額・農業経営体数の推移】 

 

※地域経済分析システム「ＲＥＳＡＳ」。  

 

 

【本市産業の強み…品目別農業産出額】 

 

※地域経済分析システム「ＲＥＳＡＳ」。  
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【本市産業の強み…林業総収入・林業経営体数の推移】 

 

※地域経済分析システム「ＲＥＳＡＳ」。 

 

 

 

 

本市の活性化・人口増にとって、住民の雇用の場が欠かせない中、特に効

果があるのは本市への企業誘致です。しかし、現実には地方への企業誘致に

は課題が多く、仮に誘致したとしても経営が軌道に乗らないまま撤退する事

例もあります。このような状況を受けて、近年では企業誘致とともに「創業

支援」にも注目が集まっています。起業・創業が増え、その企業が成長すれ

ば地元の雇用につながる可能性が高くなるほか、本市のその他の経済活動に

とってもプラスになる可能性が高くなります。 

 

創業比率は、簡潔にいえば「①本市で一年間に開設された事業所」が「②

その年に既に存在している事業所」に占める割合となります。単純な数では

なく、各自治体の経済規模に応じた創業・起業の勢いを把握することが可能

です。この比率が高いほど創業・起業の勢いがある、もしくは起業・創業の

支援がうまくいっている自治体であると考えられます。 

 

ただし、本市の場合は、他自治体と比較しても創業比率が低いことから、

創業・起業の「勢い」がない、若しくは起業・創業の支援がうまくいってい

ない可能性があります。今後、人口問題に取り組むに当たって、雇用の場を

  本市の企業活動（創業比率） 
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確保するためにも、本市では起業・創業を支援する仕組みを整える必要があ

ります。 

 

 

【創業比率比較】 

 
※地域経済分析システム「ＲＥＳＡＳ」を基に作成。 

 

 

 

 

本市の平均婚姻年齢は上昇傾向にあるほか、生涯未婚率も次第に高まって

います。親になる平均年齢も高まっています。現代のライフスタイルを尊重

しながら、選択肢として結婚・出産を意識してもらえるよう、婚活イベント

の開催や出産の支援を行う必要があります。 

 

  さらに、「子育てするなら曽於市」、「質の高い教育が受けられる曽於市」と

いう認識を子育て世代に定着させ、その先にある子育て世代・子どもたちの

定住につなげます。 

 

 

 

 

 

  本市の結婚・出産 
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【本市平均婚姻年齢の推移】 

 

※本市住民基本台帳データを基に作成。 

 

【本市男性の生涯未婚率の推移】 

 
※総務省「国勢調査」データを基に作成。 
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17 

 

【本市女性の生涯未婚率の推移】 

 

※総務省「国勢調査」データを基に作成。 

 

【本市第１子誕生時点の両親の平均年齢】 

 

※本市住民基本台帳データを基に作成。 
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最終的に定住先として選ばれる自治体は、「現在、本市に住む人々にとって

住みよいまち」です。そして、「現在、本市に住む人々にとって住みよいまち」

を実現するためには、行政だけでなく、地域や住民、企業が連携して取り組

む必要があります。 

 

しかしながら、現状では高齢化等によって地域におけるコミュニティ活動

の継続が難しくなってきています。総合戦略の実行を通じて、より多くの人

が自由な発想で楽しくまちづくりを行うことを行政として支援し、その輪の

中に本市への定住者も積極的に加わることのできる取り組みを推進します。 

 

 

  本市の「コミュニティ」「まちづくり」 
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１ 地方における安定した雇用を創出する 
 

（１）数値目標 

 
 

（２）戦略実行の方針（基本的方向） 

『しごと「そお」生
せい

』プロジェクト 

 

● 現状と課題、取り組みの方針 

 

各種住民アンケートの結果を踏まえても、本市人口問題の対策として「産業・雇用」

の分野が最も重要であるという結果が出ています。具体的な部分で見ると、住民の多く

が製造業といった「第二次産業」やサービス業等の「第三次産業」を希望しているのに

対し、本市の強み・稼ぐ力は農畜林業の「第一次産業」が中心であり、両者の間でミス

マッチが起こっています。 

 

これらのミスマッチを解消し、住民が希望する分野の職場で就労できるような取り組

みが必要です。具体的には、本市産業全体の底上げのため、各種産業同士のつながりを

強め新たな可能性を生み出すとともに、特に若者に対する本市の各種産業の魅力を発信

することで、就労希望者側の新たな発見・産業との出会いを作りだします。さらに、希

指標 計画期間 基準値 目標値（Ｒ元）

14,000人

（最新）実績値

12,203人

（Ｈ28活動調査）

計画期間 基準値 目標値（Ｒ７）

市内事業所従業者

数

（経済センサス）

12,777人

（Ｈ27）

12,203人

（Ｈ28活動調査）
12,500人

改訂前

（Ｈ27年度～Ｒ元

年度）

改訂後

（Ｒ２年度～Ｒ７

年度）

         重点プロジェクト  第２章 
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望する職場を自ら率先して創出する意味で、本市での起業・創業を支援し、その育成に

努めます。同時に、本市の基幹産業である農林業の生産性の向上及び後継者育成に向け

た取り組み等を促進します。 

 

 

01 起業・創業促進事業     

 

【目指すゴール】 

★ 起業・創業を希望する住民が、スキルを身に付け自らの事業目標に向かってチャレ

ンジしています。 

 

【施策の説明】 

生産年齢世代の減少、特に若者世代の減少が大きな課題となっており、若者の地元定

着のためには、雇用の場の創出が必要不可欠です。しかし、経済規模が大きくない本市

の場合は、若者が希望する企業や職種は限られています。そこで、本市への定住・移住

を諦めるのではなく「なければ自分で創る」という動きを本市は支援するとともに、住

民の新たな雇用増を促進します。 

 

【具体的な施策】 

施策内容 担当課 

① 起業・創業に対する支援 

起業・創業を希望する方に対して、創業に要する初期費用の一

部助成等の支援を行います。また、関係行政機関や金融機関との

連携を図り、創業希望者への相談窓口を設け、創業に向けた各種

取り組み等の支援を行います。 

起業・創業後の支援として、広報ＰＲやビジネスプラン等をは

じめとした経営全般に関する相談対応等を行い、本市で起業・創

業した事業者がより活躍できるような支援を行います。 

 

商工観光課 

企画政策課 

② 新規就業者生活支援の充実 

就業者育成及び担い手の確保並びに就業初期の安定的な経営

の促進を図るため、新規就業者に対して、経営の支援を行います。 

 

商工観光課 
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③ 学校跡地等の活用によるインキュベーション機能の設置 

学校跡地等を活用し、インキュベーション
※１

施設として貸し出し

ます。 

 

財政課 

企画政策課 

商工観光課 

④ 地域資源を活かした産業の創出 

企業の情報発信や共有化を進め企業間交流を充実するなど、新

商品の開発、販路開拓及びマッチングを支援し、既存企業の新分

野への進出や新商品開発の戦略立案を促進します。 

 

企画政策課 

※１インキュベーション…起業家の育成や新しいビジネスを支援する施設 
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新規起業者数　年間3人

（Ｈ25～Ｈ26平均）

新規起業者数　年間10人

（最新）実績値

新規起業者数　年間13人

（Ｈ30）

振り返り

令和４年度は９事業者、令和５年度は11事業者となり、増加傾向にあります。

（１）起業・創業促進支援

①　起業・創業に対する支援

取り組みの説明

起業・創業を希望する創業者に対して、創業に要する初期費用の一部助成等の支援を行います。また、

関係行政機関や金融機関との連携を図り、創業希望者への相談窓口を設け、創業に向けた各種取り組み

等の支援を行います。

基準値 目標値（Ｒ元）

◆「地域経営の視点で取り組む」～地域の経済社会構造

全体を俯瞰して地域をマネジメント～

本市資産を民間に貸し出することで、公共施

設マネジメントという課題と地域の活力アッ

プという課題解決に取り組みます。

◆「新しい時代の流れを力にする」～SDGsを原動力とし

た地方創生～

ターゲット8.3　生産活動や適切な雇用創

出、起業、創造性及びイノベーションを支援

する開発重視型の政策を促進するとともに、

金融サービスへのアクセス改善などを通じて

中小零細企業の設立や成長を奨励する。

基準値 目標値（R７）

今後の課題・取り組み方針

認定判断に苦慮する例があるので基準を明確にする必要があるとともに、補助を行った事業者の今後の

動向調査を行い、必要に応じて追加の支援等を検討します。

該当する「新たな視点」

◆「人材を育て活かす」～地方創生の基盤をなす人材に

焦点を当て、掘り起こしや育成、活躍を支援～

起業・創業を通じてまちを活性化する人材を

育てます。

◆「誰もが活躍できる地域社会をつくる」～女性、高齢

者、障害者、外国人等誰もが居場所と役割を持ち、活躍

できる地域社会を実現～

起業・創業を通じてまちを活性化する人材を

育てます。

新規起業者数　年間13人

（Ｈ30）
新規起業者数　年間10人
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取り組みの名称 基準値 目標値

廃校舎を活用したレンタルオ

フィスの設置、入居支援

１件

（Ｈ30）

累計５件

（R７）

チャレンジショップの設置、活

用支援

0件

（Ｈ30）

累計３件

（R７）

商工業新規就業者支援対策事業

新規起業者数

年間13人

（Ｈ30）

新規起業者数

年間10人

（R７）

店舗新築・改築補助金事業 － －

曽於市商工会員の借入資金に対

する利子補給補助金
－ －

商工業後継者結婚祝金事業 － －

学校跡地等を活用し、イ

ンキュベーション 施設

として貸し出し

起業予定者に活用できる

場所の提供

新規に開業・設立及び事

業を引継いた方への補助

現に営業を行っている店

舗の改築又は新築工事の

補助

商工業者の経営改善及び

設備投資に要した借入金

の償還利子の一部を補助

本市の商工業の発展に寄

与する者を対象に祝金の

支給

ＫＰＩ達成に関連する実効性のある主な事業

具体的な内容
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02 地域資源を活用した新商品の開発支援、販路開拓事業 

 

【目指すゴール】 

★ 地域資源を活用した商品が開発され、全国に広まり支持されています。 

 

【施策の説明】 

 本市の基幹産業である農業は、気象災害、生産流通コストの上昇、販売価格の低迷等

と依然として厳しい状況です。さらに、消費面においても消費者の消費形態が大きく変

化していることから、農業経営の安定のために加工・業務用野菜の産地化に取り組み、

その取り組みに対する各種支援を行います。 

 

地域資源である曽於市産農畜産物を使った新たな商品を開発し、その商品を通じて市

内外にＰＲすることで、「曽於ブランド」の確立を目指します。 

 

【具体的な施策】 

施策内容 担当課 

① 加工・業務用野菜供給産地の育成 

加工・業務用野菜の食品企業の誘致に取り組むとともに、加工

原料の供給産地体制の構築を図ります。 

 

農政課 

企画政策課 

② 新商品・販路開拓の推進 

多様化する消費者ニーズに対応するため、地域資源を活用した

商品開発を進めるとともに、販路の拡大を推進します。 

 

農政課 

③ 「曽於ブランド」の確立推進 

本市のブランドとなる新たな商品開発の掘り起しに取り組み

ます。また、既存商品の充実及び新商品の開発等を行い、ふるさ

と納税における新規及びリピーターを増やすため、「曽於ブラン

ド」の確立及び知名度の向上を図ります。 

 

農政課 

商工観光課 
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・新商品の開発（メセナ食彩センター）

　20商品（Ｈ26）

・販路拡大（メセナ食彩センター）

　100事業所（Ｈ26）

新商品30商品

販路開拓115事業所

（最新）実績値

新商品30商品

販路開拓115事業所

（Ｈ30）

振り返り

・新商品

　事業実施で10品目を新商品として開発、発売ができた。これにより、アイテム数では30品となり、

セット物のラインアップも充実し、単品販売も含め商戦期にも発注を伸ばすことができました。

・販路開拓

　中規模以上の新たな事業所が15事業所増え、取引も順調なことやアイテム数が増えたことで小口取引

も増加し売り上げも増加、安定しました。

・産地育成

　既存組織の取組みについて推進等を行った結果、部会数を増やすことができたが、会員数は減少し目

標未達成となりました。

（２）新商品の開発・販路開拓

①　新商品の開発・販路開拓

取り組みの説明

消費者ニーズに対応した付加価値の高い商品の開発を行ない、販路拡大を図ります。

基準値 目標値（Ｒ元）

基準値 目標値（R７）

今後の課題・取り組み方針

・販路開拓

　今後も各事業所と安定した取引数量を継続できるように、試食販売等を提案します。

・産地育成

　加工野菜の技術習得を目的として、研修を継続して行います。

該当する新たな視点

◆「地方へのひと・資金の流れを強化する」～企業や個

人による地方への寄附・投資等による地方への資金の流

れの強化～

本市の強みである農業を活かして、６次産業

化・販売の強化等を通じて資金の流れを呼び

込みます。

◆「新しい時代の流れを力にする」～SDGsを原動力とし

た地方創生～

ターゲット8.9　2030年までに、雇用創出、

地方の文化振興・産品販促につながる持続可

能な観光業を促進するための政策を立案し実

施する。

新商品　１件

商談会等販路開拓　年間１件

（Ｈ30）

新商品　累計４件

商談会等販路開拓　年間２件
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取り組みの名称 基準値 目標値

思いやりふるさと寄附金事業

返礼品

235品目

（Ｒ１）

返礼品

380品目

（R７）

ＫＰＩ達成に関連する実効性のある主な事業

具体的な内容

特産品をＰＲし、市内

産業の活性化を図るた

めの返礼品送付
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03 企業誘致推進事業 

 

【目指すゴール】 

★ 誘致企業で住民がいきいきと働き、地域産業や地域企業とも連携し企業成長をして

います。 

 

【施策の説明】 

本市人口の転出を抑え、転入を増やすためには住民が働く場としての企業が増え、活

性化されることが重要です。しかし、地方に進出する企業は少なく、進出しても地域へ

の定着が難しい事例もあることから、本市では「企業誘致支援員」を鹿児島県や福岡県

に配置する事で、本市への進出が期待できる企業に対して積極的にアプローチしていき

ます。また、誘致後に企業が安定し市住民の雇用・生産活動を継続できるように、必要

な支援を行います。 

 

【具体的な施策】 

施策内容 担当課 

① 企業誘致に向けた支援員の配置 

鹿児島県や福岡県に企業誘致支援員を配置し、企業訪問活動を

通して本市への新たな企業立地を推進します。同時に、企業訪問

の際に市内企業とのビジネスマッチングを併せて行い、誘致した

企業の振興を図ります。また、今後は本市企業との地域性や産業

における関連性も考慮しながら幅広い企業誘致活動への取り組み

を行います。 

企画政策課 

② 企業誘致に向けた情報収集への取り組み 

産業振興と雇用の創出を図るため、新たに事業所を設置しよう

とする企業に関する有効な情報収集等に努め、誘致に向けた取り

組みを推進します。 

企画政策課 

③ 企業立地促進事業 

産業集積と雇用の場の創出を通じて経済の活性化を図るため、

市内全域を対象とした企業立地促進制度（固定資産税の免除、雇

用促進補助金、用地取得費補助、設備投資額補助）により、企業

等へのサポート体制を促進します。 

 

企画政策課 
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④ 空き工場・空き地の情報提供 

市内にある企業立地に適した空き工場や空き地等の有効活用を

図るため、金融機関等と連携しながら情報の共有や提供等を行い、

マッチングに向けた取り組みを行います。 

企画政策課 

 

 

基準値 目標値（Ｒ元）

新規事業所等の立地または市内企業とのビジ

ネスマッチング件数　累計６件

（Ｈ22～Ｈ26）

新規事業所等の立地または市内企業とのビジネスマッチ

ング件数　累計10件

（Ｈ27～Ｒ元）

（最新）実績値

新規事業所等の立地または市内企業とのビジネスマッチ

ング件数　累計５件

（Ｈ27～Ｈ30）

（３）企業誘致推進事業

①　新規事業所等の立地または市内企業とのビジネスマッチングの推進

取り組みの説明

大都市圏に企業誘致支援員を配置し、企業訪問活動を通して本市への新たな企業立地を推進します。同

時に、企業訪問の際に市内企業とのビジネスマッチングを併せて行い、誘致した企業の振興を図りま

す。

◆「新しい時代の流れを力にする」～SDGsを原動力とし

た地方創生～

ターゲット8.2　高付加価値セクターや労働

集約型セクターに重点を置くことなどによ

り、多様化、技術向上及びイノベーションを

通じた高いレベルの経済生産性を達成する。

振り返り

市内立地企業との立地協定（増設）が令和２年度から令和５年度にかけて８件ありました。

今後の課題・取り組み方針

進出を伴う案件に繋がるよう、ターゲット企業を近隣県に絞り、重点訪問するとともに、ＩＴ系事務職

の創出に繋がる訪問にも注力します。

該当する新たな視点

◆「地方へのひと・資金の流れを強化する」～企業や個

人による地方への寄附・投資等による地方への資金の流

れの強化～

本市に立地するからこそ資金の流れが生まれ

るというメリットを相手に伝え、協定につな

げます。

基準値 目標値（Ｒ７）

新規事業所等の立地または市内企業とのビジ

ネスマッチング件数　累計５件

（Ｈ27～Ｈ30）

新規事業所等の立地または市内企業とのビジネスマッチ

ング件数　累計30件

（Ｒ２～Ｒ７）
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取り組みの名称 基準値 目標値

工場設置補助金事業 － －

雇用促進補助金事業 － －

固定資産税の課税免除又は不均

一課税措置
－ －

企業立地支援員の配置 － －

工場を新設又は増設す

る者に対し、用地取得

額と設備投資額の一部

を補助金交付

工場を新設又は増設す

る者が新たに雇用した

地元雇用者の人数に応

じ、雇用促進補助金を

工場設置後３年間補助

金を交付

工場を新設又は増設す

る者が取得した家屋、

償却資産及び土地に対

する固定資産税を一定

期間課税免除又は不均

一課税

大都市圏に企業立地支

援員を配置し、企業訪

問活動を通じて情報収

集を行い、新たな企業

立地を推進

ＫＰＩ達成に関連する実効性のある主な事業

具体的な内容
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04 若者就労支援事業 

 

【目指すゴール】 

★ なりたい職業、やりたい仕事に就いた若者が地元でいきいきと働いています。 

 

【施策の説明】 

現在、本市は生産年齢人口を中心とした人口の流出が続いていますが、これは、就職

の際に本市で就労しないことが大きな原因の一つです。本市で暮らす生徒に対するアン

ケートでも、多くは希望する職業は本市にはないと回答しており、これら生徒の多くも

将来的には本市から流出する可能性が高いと言えます。 

 

今後、若者の就労の場を確保することは大きな課題となります。本市では企業と若者、

とりわけ学生とのマッチングを積極的に図るとともに、本市で就職した場合に対しては、

継続就労の促進を図り、若者が地元に残り、地元に支えられ、地元のために働ける喜び

とやりがいを持って働けるような雇用環境づくりを進めます。 

 

【具体的な施策】 

施策内容 担当課 

① 高校生企業訪問見学会の開催 

曽於市立地企業懇話会と連携し、市内高校生向けに工業系、商

業・食品系企業の訪問見学会を開催し、実際働く現場において高

校生に地元企業の魅力を伝え、地元企業への就職者増を推進しま

す。 

 

企画政策課 

② 地元企業合同説明会の開催 

曽於市立地企業懇話会加入企業やその他関係企業等が曽於高

校生に自社製品への理解や認知度を深めてもらい、地元企業への

就職を促すとともに優秀な人材の確保を図ります。 

 

企画政策課 

③ 地域の大学との連携 

本市出身者が通っている大学との連携を図り、就職に向けた地

元企業の情報提供や学生の就職希望等の情報を共有し、地元企業

就職に向けた学生へのアプローチを図ります。 

 

企画政策課 
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曽於市の立地企業懇話会加入企業やその他関係企業等が曽於高校生に自社製品への理解や認知度を深め

てもらい、地元企業への就職を促すとともに優秀な人材の確保を図ります。

基準値 目標値（Ｒ元）

市内高校生の市内就職率　26％

（Ｈ24～Ｈ26平均）

市内高校生の市内就職率　30％

（最新）実績値

市内高校生の市内就職率　26％

（Ｈ30）

（４）若者就労支援事業

①　市内高校生の市内企業への就職支援

取り組みの説明

◆「民間と協働する」～地方公共団体に加え、NPO等の

地域づくりを担う組織や企業と連携～

本市の企業と連携し、人材の掘り起こしを進

めます。

◆「新しい時代の流れを力にする」～SDGsを原動力とし

た地方創生～

ターゲット8.6　2020年までに、就労、就学

及び職業訓練のいずれも行っていない若者の

割合を大幅に減らす。

振り返り

高校生向けの企業説明会や職場見学会を行う等、市内企業の認知度向上、魅力発信に努めました。

今後の課題・取り組み方針

地元高校生の地元企業への就職率向上を目指し、現在行っている事業をより良いものにできるよう、

市、高校、その他関係機関の連携を強化します。

該当する新たな視点

◆「人材を育て活かす」～地方創生の基盤をなす人材に

焦点を当て、掘り起こしや育成、活躍を支援～

本市の若い人材の流出を防ぎ、本市で活躍し

てもらうための取り組みを進めます。

基準値 目標値（Ｒ７）

市内高校生の市内就職率　26％

（Ｈ30）
市内高校生の市内就職率　30％
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取り組みの名称 基準値 目標値

曽於高等学校企業訪問・見学会

の開催
－ －

曽於高等学校合同企業説明会の

開催
－ －

都市部での地元就職座談会の開

催
－ －

市内立地企業の認知度

アップと市内企業の魅

力を発信するため、立

地企業懇話会・曽於高

等学校と連携し、企業

現地見学会を開催

市内立地企業の認知度

アップと市内就職を推

進するため、立地企業

懇話会・曽於高等学校

と連携し、高校にて合

同企業説明会を開催

ＵＩＪターン者及び大

学生等の積極的な採用

を推進するため、都市

部にて立地企業と就職

座談会を開催【定住自

立圏事業】

ＫＰＩ達成に関連する実効性のある主な事業

具体的な内容
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05 農林業の担い手確保、育成支援事業 

 

【目指すゴール】 

★ 若い世代が担い手となり、品質の高い農産物の生産及び供給を行っています。 

 

【施策の説明】 

本市の基幹産業である農林業にとって、就農者の高齢化と後継者不足は大きな課題と

なっています。これまでも担い手の確保及び育成支援に努めており、若干名が新規に就

農している状況ではあるものの、農家人口は年々減少しています。 

 

農家人口の減少を抑制するためには、担い手確保に加えて、栽培技術の継承と向上、

営農の効率化により持続可能な地域農業の確立が必要です。 

 

そこで、後継者の育成及び確保のための生活や営農資金に係る支援を行うほか、各種

研修の機会の充実や労働環境の改善、新技術の導入等に係る支援を実施します。 

 

【具体的な施策】 

施策内容 担当課 

① 就農支援体制の構築 

農業を志す人や経営規模拡大を目指す人に対して、営農・経営

指導や農地情報、各種補助金情報等を提供できるように総合的な

組織体制を拡充します。 

 

農政課 

畜産課 

耕地課 

農業委員会 

② 営農指導制度の構築 

後継者の指導・育成を担う指導者グループ等の活動推進、及び

指導組織体制を整備し、若い担い手農家への営農支援を行いま

す。 

 

農政課 

畜産課 

農業委員会 

③ 担い手経営力強化事業 

基幹的な担い手の安定的な経営の確立を図るため、法人化を目

指す農家などに対して「経営力強化・向上」に着目した各種支援

策を実施します。 

 

 

農政課 

畜産課 

耕地林務課 

農業委員会 
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④ 新規担い手の生活基盤支援事業の充実 

若い担い手への新規就農者補助金や国の支援事業などにより、

生活と経営の基盤支援を行い、就農意欲の喚起と経営の不安定な

就農直後の所得の安定を図り、地域農業への定着を促進します。 

 

農政課 

畜産課 

耕地林務課 

農業委員会 

⑤ 研修機会の充実 

青年・女性農業者の確保や人材育成を図るため、技術習得への

支援や女性農業者、認定農業者等への経営力向上に向けた各種研

修等の実施など、就農前から一貫した支援を行います。 

 

農政課 

畜産課 

耕地林務課 

農業委員会 

⑥ 高品質の農作物生産、供給体制づくり 

農地中間管理事業を活用した農地集積の促進や環境保全型農

業への取り組みを促進します。さらに、畑かん施設の利用促進等

による収益性のある露地野菜等の大規模産地づくりや大規模経

営体の育成等、畑かん営農の確立に向けて取り組みます。 

 

農政課 

畜産課 

耕地林務課 

農業委員会 

⑦ 畜産の経営安定の向上 

各種施策の活用や防疫対策の強化を図り、新規就農者の確保や

中核農家の育成及びゆとりのある畜産経営を確立するためにヘ

ルパー制度（負担金）の拡充を図ります。 

 

畜産課 

⑧ 未来につなげる美しい山づくり 

森林資源の循環利用を図るため、適正な保育（間伐）や下刈り、

植林（再造林）を促進します。また、人材の確保や育成等による

国産材の安定供給体制の構築を図り、未来に引き継ぐ財産として

の森林の価値を高めていきます。 

 

耕地林務課 
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本市の農林業は、少子高齢化及び人口減少によって担い手が年々減少しています。担い手を増やすため

に新規就農者支援を行います。また、スマート農業の導入に積極的に取り組みます。

基準値 目標値（Ｒ元）

新規就農者　年間12人

（Ｈ26～Ｈ30平均）

新規就農者　年間17人

（最新）実績値

新規就農者　年間16人

（Ｈ30）

（５）農林業の担い手確保、育成支援事業

①　農林業の担い手確保、育成支援事業

取り組みの説明

◆「新しい時代の流れを力にする」～Society5.0の実現

に向けた技術の活用～

スマート農業により労力を削減するととも

に、単位面積当たりの収量増を目指します。

◆「誰もが活躍できる地域社会をつくる」～女性、高齢

者、障害者、外国人等誰もが居場所と役割を持ち、活躍

できる地域社会を実現～

外国人実習生の方一人ひとりに対して、安心

できる居場所であることをを実感してもらえ

るようなサポートを行います。

◆「新しい時代の流れを力にする」～SDGsを原動力とし

た地方創生～

移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定

な雇用状態にある労働者など、全ての労働者

の権利を保護し、安全・安心な労働環境を促

進する。

振り返り

新規就農者に対し、生活基盤の支援を行うことで、初期の負担が軽減されました。

今後の課題・取り組み方針

就農した中にはうまくいってないケースも見受けられるので、関係機関と指導・巡回を行います。

該当する新たな視点

◆「人材を育て活かす」～地方創生の基盤をなす人材に

焦点を当て、掘り起こしや育成、活躍を支援～

新規就農者の意欲の掘り起こしとともに、そ

の後の育成・本市への定着、基盤確立までを

一貫して支援します。

基準値 目標値（Ｒ７）

新規就農者　年間16人

（Ｈ30）

新規就農者　累計70人

（Ｒ２～Ｒ７）
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取り組みの名称 基準値 目標値

新規就農支援

新規就農相談会

参加者

年間８人

（Ｒ元）

新規就農相談会

参加者

年間10人

（Ｒ７）

ヤングファーマーズ
会員数　18名

（Ｒ元）

会員数　25名

（Ｒ７）

ウーマンファーマーズ
会員数　12名

（Ｒ元）

会員数　20名

（Ｒ７）

農林業体験施設 － －

スマート農業導入支援 － －

新たに農業を目指す人

の就農相談会を実施

し、農業人口を増や

し、農業生産額の現状

維持を図る

新規就農者や若い認定

農業者を中心に会員数

を増やし、研修等によ

る技術の向上や情報交

換を図る

農業女性の地位向上を

目指すとともに、営農

技術の他、食生活改善

や育児等幅広い分野の

情報交換や研修を実施

曽於市で営農を開始す

る新規就農者を対象

に、住居を提供する。

また、学生や研修生の

農林業体験施設として

の活用を図る

スマート農業を推進

し、省力化と高品質の

農産物生産を図る

ＫＰＩ達成に関連する実効性のある主な事業

具体的な内容
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２ 地方への新しい人の流れをつくる 

 

（１）数値目標 

 
 

（２）戦略実行の方針（基本的方向） 

『にぎわい「そお」生
せい

』プロジェクト 

 

● 現状と課題、取り組みの方針 

 

本市は、転入者より転出者が多い状態であるとともに、滞在人口も低い水準にありま

す。本市の滞在人口が増えることは、本市のにぎわい、活気につながります。 

そのため、定住するか否かを問わず、まずは本市に人を呼び込むための取り組みが必

要になります。改めて本市・地域一帯の強み・魅力を再確認し、「本市だからできる！」

「本地域だからできる！」ことを広く発信することで、持続的な「関係人口」を創り出

し、「交流人口」、「定住人口」につなげる施策を展開していきます。 

 

定住に向けた「場」づくりのため、様々な用途で暮らせる住宅の整備と宅地分譲を進

めます。また、一人でも多くの人に本市の存在と魅力を認知してもらい、定住の候補地

としてもらうため、本市の魅力と定住に向けた各種支援内容を効果的にＰＲすると同時

に、交流体験事業やグリーンツーリズムといった観点から本市の魅力を「実感」しても

らうための取り組みを推進します。 

 

指標 計画期間 基準値 目標値（Ｒ元）

年間▲18人

（Ｈ27～Ｒ元平均）

（最新）実績値

年間259人

（Ｈ27～Ｈ30平均）

指標 計画期間 基準値 目標値（Ｒ７）

転入者に対する転

出者の超過数

（※マイナスの場合は

転入超過）

転入者数
年間1,000人

(Ｒ５～Ｒ７平均)

改訂前

（Ｈ27～Ｒ元）

年間141人

（Ｈ22～Ｈ26平均）

改訂後

（Ｒ２～Ｒ７）

年間937人

（Ｈ27～Ｈ30平均）
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01 移住・定住対策促進事業 

 

【目指すゴール】 

★ 市外から、多くの若い人が本市に移り住み、まちが活気に満ち溢れています。 

 

【施策の説明】 

本市は周囲に都城市や鹿屋市、霧島市等規模の大きい自治体があり、交通の利便性の

高さを活かしたベッドタウンとしての役割が期待されていますが、進学・就職・転勤・

結婚・出産等、ライフステージのニーズに応じた移住・定住支援が必要になっています。 

 

本市の定住人口を増やすため、若者や家族世帯を主な対象として、ＵＩＪターン者を

呼び込むための交流イベントや体験ツアーの開催、住環境の整備、移住・定住に関する

経済的な支援の実施によって、本市の転入者増・人口増を目指します。 

 

【具体的な施策】 

施策内容 担当課 

① 移住定住促進に向けた調査事業 

転入世帯などへのアンケート調査を実施し、本市の移住定住促

進に関する課題の整理を行うとともに、方向性及び具体的な施策

を進めます。 

 

企画政策課 

② 計画的な分譲住宅団地の造成 

都城市等のベッドタウンとしての役割を発揮するなど定住人

口の拡大に向けて、分譲住宅団地の造成を、計画的・戦略的に実

施します。 

 

企画政策課 

③ 住宅の整備促進 

若者世代等を中心とした住まいの確保を図るため、計画的な整

備改善・建設による安全で快適な公営住宅を提供するとともに、

民間の住宅等の建設を促進します。 

 

企画政策課 

まちづくり推

進課 
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④ 定住促進事業 

本市への定住促進及び人口増を図るため、住宅取得祝金等支給

制度や空き家バンク制度に取り組みます。また、子育て支援制度

等の各種支援制度と併せて市内外及び県外へ情報を発信しＰＲ

活動を行います。 

 

企画政策課 

まちづくり推

進課 

⑤ 移住交流推進事業 

移住希望者の要望、気になっていることを事前にヒアリング

し、移住希望者それぞれのニーズに応じた、オーダーメイド型移

住体験ツアーを行うことにより、移住者の増加を図ります。 

 

企画政策課 
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市外からの転入者数　年間937人

(Ｈ27～Ｈ30平均)

市外からの転入者数　年間1,000人

(Ｒ５～Ｒ７平均)

基準値 目標値（Ｒ７）

今後の課題・取り組み方針

分譲地の販売に努めるとともに、曽於市のＰＲ対策として、ＳＮＳ等の活用を図ります。

該当する新たな視点

◆「地方へのひと・資金の流れを強化する」～将来的な

地方移住にもつながる「関係人口」の創出・拡大～

まず入り口として本市の認知度を上げるとと

もに、「実際に来てもらう」ことを意識した

PＲ活動を実施します。また、期間限定の移

住者の空き家利用照会やお試し住宅制度の導

入を検討します。

◆「新しい時代の流れを力にする」～SDGsを原動力とし

た地方創生～

ターゲット11.1　2030年までに、全ての人々

の、適切、安全かつ安価な住宅及び基本的

サービスへのアクセスを確保し、スラムを改

善する。

市外からの転入者数　年間1,077人

(Ｈ22～Ｈ26平均)

市外からの転入者数　年間1,236人

(Ｈ27～Ｒ元平均)

（最新）実績値

市外からの転入者数　年間937人

(Ｈ27～Ｈ30平均)

振り返り

定住促進を図るため、住宅取得祝金の制度拡大を図りました。また、移住希望者向けフェアへの参加及

び曽於市のＰＲ活動に努めました。さらに、若者の定住促進を図るため、令和４年度から財部地区分譲

地２４区画の販売を開始し、令和６年度に完売しました。

（１）移住・定住対策促進事業

①　移住・定住者の増加

取り組みの説明

市内への定住促進及び人口増を図るため、住宅取得（土地取得含む）祝金等支給制度や住宅リフォーム

促進に取り組みます。また、家事や子育ての相互協力や空き家問題解消等、多世代同居・近居推進に向

けた各種補助制度の導入を進めるとともに、各種支援制度について市内外及び県外へいち早く情報を発

信しＰＲ活動を行います。

基準値 目標値（Ｒ元）
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取り組みの名称 基準値 目標値

宅地分譲整備事業 －
２箇所

（Ｒ７）

空き家バンク制度

登録件数

累計 28件

（Ｈ30）

登録件数

累計 110件

（Ｒ７）

住宅取得（土地取得含む）祝金

等支給事業
－ －

市有地活用補助金事業 － －

移住支援交付金事業 －
累計６世帯

（Ｒ元～Ｒ７）

オーダーメイド型移住体験ツ

アー

年間７組

（Ｒ５）

年間６組

（Ｒ７）

住宅を新築または購入

した方に対して、祝い

金の支給

市の所有する土地を購

入し、住宅を建築する

際の購入費用補助

移住・定住の促進及び

中小企業等における人

手不足の解消を図るた

め、東京圏から移住し

て就業又は起業した者

に対して支援金を交付

本市への移住希望者を

対象に、移住後の生活

をよりイメージしても

らうため、参加者の

ニーズに沿ったオー

ダーメイド方式による

体験ツアーを企画・実

施。

ＫＰＩ達成に関連する実効性のある主な事業

具体的な内容

定住促進用の住宅団地

造成

売却または、賃貸を希

望する空き家の情報を

登録し、市のホーム

ページや広報誌等での

紹介
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02 特色ある観光事業 

 

【目指すゴール】 

★ 本市の観光資源が、多くの観光客から支持されています。 

 

【施策の説明】 

現在低い水準にある本市の滞在人口ですが、住民アンケート結果の中で本市の魅力と

して挙げられた「豊かな自然環境」を生かした観光への取り組みを充実させます。 

 

 今後は「豊かな自然環境」に加えて、「良好な景観」「地域密着」「体験」を本市観光

のキーワードとし、東九州自動車道による利便性やＪＲの駅を拠点とした体験型観光、

その地域ならではのグリーンツーリズムの振興を図ります。また、(一社)曽於市観光協

会と連携し、観光内容の充実を図ることで、新たな観光資源の発掘とその観光資源を含

めた新たな観光ルート(他地域との広域的な取り組みを含む)を構築し、本市観光客の増

加ひいては観光産業の活性化・本市知名度のアップを図り、経済的な効果の増大に繋げ

ます。 

 

【具体的な施策】 

施策内容 担当課 

① 観光推進事業 

大川原峡や溝ノ口洞穴、悠久の森、花房峡など豊かな自然環境

や弥五郎の里公園の桜に見られる良好な景観等を生かした観光の

推進を図るとともに、今後新たな観光資源を洗い出し新しい観光

の魅力を開発します。さらに、(一社)曽於市観光協会と連携し観

光ガイドの養成や観光ルートの確立、体験型観光にも積極的に取

り組むことで、本市における観光産業への経済効果の増大に繋げ

ます。 

商工観光課 

② 駅（ＪＲ）を活かしたＰＲ 

ＪＲの駅があり北の玄関口と位置づけていることからも、これ

らを生かした新たな観光ＰＲを図るとともに、市内滞在時間の延

長を促進します。 

 

商工観光課 
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③ 地域密着型の観光推進 

本市の持つ豊富な農畜産物や魅力ある自然を題材にしたグリー

ンツーリズム体験型教育旅行を推進するとともに、リスクマネジ

メント等の受入家庭向けの研修を充実させ、受入家庭の登録増に

向けた支援を行います。また、空き家等の活用による体験型農業

を行う民泊事業を積極的に行うため事業推進を図ります。 

商工観光課 

企画政策課 

 

 

基準値 目標値（Ｒ７）

本市を訪れる観光入込客数　144万人

（Ｈ30）
本市を訪れる観光入込客数　180万人

◆「新しい時代の流れを力にする」～SDGsを原動力とし

た地方創生～

ターゲット8.9　2030年までに、雇用創出、

地方の文化振興・産品販促につながる持続可

能な観光業を促進するための政策を立案し実

施する。

振り返り

旅行会社や市内農家の協力を得ながら観光ツアーの計画を提案し実施する中で、モデルコース作りがで

きています。

今後の課題・取り組み方針

外国人観光客へのインバウンド対策の充実と、滞在時間を増やす対策が必要となっています。また、併

せて観光ガイドの育成を図ります。さらなる観光地の掘り起こし、滞在型モデルコースを作り、ＨＰや

ＳＮＳでの発信にも努めます。

該当する新たな視点

◆「地方へのひと・資金の流れを強化する」～将来的な

地方移住にもつながる「関係人口」の創出・拡大～

一度ではなく二度、三度と来ていただくよう

なツアーとなるよう工夫します。

基準値 目標値（Ｒ元）

本市を訪れる観光入込客数　年間144万人

（Ｈ26）

本市を訪れる観光入込客数　年間180万人

（最新）実績値

本市を訪れる観光入込客数　年間144万人

（Ｈ30）

（２）特色ある観光事業の展開

①　地域密着型観光推進事業

取り組みの説明

大川原峡や溝ノ口洞穴、悠久の森、花房峡など豊かな自然環境や弥五郎の里公園の桜に見られる良好な

景観等を活かした観光の推進を図るとともに、グリーンツーリズム等今後新たな観光資源を洗い出し新

しい観光の魅力を開発します。さらに観光ガイドの養成や観光ルートの確立、体験型観光にも積極的に

取り組んでいくことで、本市における観光産業への経済効果の増大に繋げていきます。
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取り組みの名称 基準値 目標値

特色ある観光誘致事業 － －

ウォーキング大会事業 － －

弥五郎どん祭り運営事業 － －

道の駅運営事業 － －

県下３大祭りの弥五郎

どん祭りの実施

観光の玄関口として特

産品等のＰＲや情報を

発信

（一社）曽於市観光協

会を核とした観光客誘

致

悠久の森の自然を満喫

してもらう散策体験の

開催

ＫＰＩ達成に関連する実効性のある主な事業

具体的な内容
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03 曽於市の魅力・情報発信ＰＲ事業 

 

【目指すゴール】 

★ 多くの市外の人が本市の存在を認知し魅力を感じています。 

 

【施策の説明】 

都市部に住んでいるＵＩＪターン希望者に対して、本市への認知度が低いことから、

本市の持つ魅力やしごと・暮らしについて、適切な情報提供を行う必要があります。ま

た、観光客や市外から訪れる方に対しては、『にぎわい「そお」生プロジェクト』事業

と連携し、本市で新たに発掘した観光資源、本市農畜産物の魅力等を幅広く発信すると

ともに、地元への経済波及効果を促す取り組みを行います。 

 

【具体的な施策】 

施策内容 担当課 

① 観光商品開発及びＰＲ活動事業 

本市のＰＲ及び認知度アップを図るため、ゆるキャラ「そお星

人」関連グッズ等の新商品開発や各種イベント等に積極的に取り

組み、本市の魅力を発信します。 

 

商工観光課 

② ＰＲ大使制度の充実 

本市出身者又はゆかりのある著名人や本市の魅力に賛同して

いただける方に対して、本市に関する観光・イベントの情報発信

等、広報活動の委嘱と本市への観光・物産等に関する意見を頂き、

これからのまちづくりに生かします。 

 

総務課 

③ 情報発信の取り組みの強化 

コミュニティＦＭの活用により、地域の様々な情報や自主制作

番組の充実を図り、本市の持つ魅力を市内外に広く発信します。

また、ウェブサイトやＳＮＳ等ＩＣＴを活用し、常に新しい「曽

於」の魅力を伝え、さらに本市の魅力となる新たな情報発信にも

取り組みます。 

 

総務課 
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④ 市公式ＬＩＮＥの機能充実 

  セグメント配信機能による個人への最適な情報発信体制を確

立します。また、子育て世代のサービスや手続きを中心に機能を充

実させ本市のデジタル化を新たな魅力として情報発信します。 

 

企画政策課 
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基準値 目標値（Ｒ７）

市外からの市ホームページアクセス件数

年間323,000件

（Ｈ30）

市外からの市ホームページアクセス件数

　年間1,500,000件

◆「新しい時代の流れを力にする」～SDGsを原動力とし

た地方創生～

ターゲット16.6　あらゆるレベルにおいて、

有効で説明責任のある透明性の高い公共機関

を発展させる。

振り返り

防災・イベント等のアクセス件数が多い中、最新の情報を提供することにより、市外からのアクセス件

数の増加に繋がっています。

市からの情報（入札や契約など）や感染症に関する情報ページへのアクセスが特に多い結果となりまし

た。常に最新の情報を提供することで、市外からのアクセス数も増加しました。

今後の課題・取り組み方針

市民等が見やすく・検索しやすい画面にし、各職員がホームページ更新に対する意識改革と最新の情報

発信を提供する必要があります。また、リニューアルの検討も含め市に関連するホームページの共通し

た更新情報の統一を図ります。

市民の皆様の関心のある「くらし」に関わる情報やイベント情報など、見やすく、検索しやすい構成の

もとで情報を提供していく必要があります。さらに、ＳＮＳを通じた情報発信も力を入れて取り組み、

あらゆるニーズに対応する情報が提供できるよう、情報ページの構築を図ることで市内外のアクセス数

の増加に繋げます。

該当する新たな視点

◆「新しい時代の流れを力にする」～Society5.0の実現

に向けた技術の活用～

本市のホームページにアクセスする方の属性

を意識し、実際に足を運んでもらうための構

成を心がけます。

取り組みの説明

コミュニティＦＭの放送、ウェブサイトやＳＮＳ等ＩＣＴを活用し、常に新しい「曽於」の魅力を伝え

ます。

基準値 目標値（Ｒ元）

市外からの市ホームページアクセス件数

年間188,700件

（Ｈ26）

市外からの市ホームページアクセス件数

年間500,000件

（最新）実績値

市外からの市ホームページアクセス件数

年間323,000件

（Ｈ30）

（３）曽於市の魅力・情報発信ＰＲ事業

①　曽於市の魅力・情報発信ＰＲ事業
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取り組みの名称 基準値 目標値

市ホームページのリニューアル

事業

アクセス件数

年間323,000件

（Ｈ30）

アクセス件数

年間1,500,000件

（Ｒ７）

ＳＮＳ・ウェブサイトの活用事

業
－

掲載件数

年間450件

（Ｒ７）

コミュニティＦＭ放送事業 － －

コミュニティＦＭ難聴対策事業 － －

市公式ＬＩＮＥのリニューアル

事業

友だち登録者数

3,833人

（Ｒ５.４）

友だち登録者数

5,000人

（Ｒ７）

ホームページリニュー

アルを実施。区分別ア

クセス件数を調査し他

課との連携・運用の統

一を図る

各種ＳＮＳ等の掲載内

容の充実及びフォロー

件数の増加対策

「一般財団法人まちづ

くり曽於」との連携強

化と行政情報・地域情

報を市民が満足する為

の研究と対策

市内全域のラジオ難聴

世帯の解消

公式ＬＩＮＥリニュー

アルを実施。セグメン

ト配信により個人絵の

最適な情報発信により

利用者の利便性の向上

を図る

ＫＰＩ達成に関連する実効性のある主な事業

具体的な内容
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04 教育研究等施設誘致事業 

 

【目指すゴール】 

★ 未利用の市有地等に教育研究施設を誘致し、施設を運営、利用する方々との結びつ

きが生まれることで、教育研究連携による地域の基幹産業の活性化や関係人口の増

加が図られています。 

 

【施策の説明】 

日本最大の畜産基地である南九州の畜産は、経営規模の拡大とともに、家畜や畜産

物流通が増し広域化が進んでいますが、それに伴う経営被害に直結する感染症をはじ

めとする様々な動物疾病のリスクにさらされています。 

 

このような状況下で、地域における産業動物獣医師及び産業技術者のリカレント教

育とともに、新規産業動物獣医師の確保に向けて畜産フィールドにおける動物衛生学

及び臨床獣医学の実習教育施設が全国的に必要となっています。 

 

そこで、畜産を基幹産業とする本市と地域大学、畜産関連企業による産学官連携、

畜産関係施設が多く立地する本市に当該教育研究施設を整備することにより、更なる

畜産の進行や専門人材の育成を図り、地域産業の発展と関係人口の拡大を目指します。 

 

 

【具体的な施策】 

施策内容 担当課 

① 地域大学とのさらなる連携と横展開 

地域大学の強みのある学問領域で、かつ本市の地域課題解決に

もつながる教育研究施設の誘致に対して、大学と市が連携して日

本全国から学生等が集まるような魅力ある施設整備を地域と一

体となって取り組みます。 

企画政策課 

農政課 

畜産課 

教育委員会 

商工観光課 
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取り組みの名称 基準値 目標値

ＳＫＬＶにおける産官学連携の

取組
ー

獣医学生受入人数

年間300人

（Ｒ７）

獣医学生の受け入れ、

獣医師の学び直し研修

の開催、ＳＫＬＶセミ

ナーの開催、探究活動

等の受け入れ

基準値 目標値（Ｒ７）

ー ＳＫＬＶに集う関係人口　年間40,000人

ＫＰＩ達成に関連する実効性のある主な事業

具体的な内容

◆「新しい時代の流れを力にする」～SDGsを原動力とし

た地方創生～

ターゲット2.4　2030年までに、生産性を向

上させ、生産量を増やし、生態系を維持し、

気候変動や極端な気象現象、干ばつ、洪水及

びその他の災害に対する適応能力を向上さ

せ、漸進的に土地と土壌の質を改善させるよ

うな、持続可能な食料生産システムを確保

し、強靭（レジリエント)な農業を実践す

る。

今後の課題・取り組み方針

経営規模の拡大と共に、家畜や畜産物流通が増し、広域化が進んでおり、それに伴い経営被害に直結す

る持続的な感染症をはじめとする多様な動物疾病が蔓延しています。このことから畜産を基幹産業とす

る本市と地域大学、畜産関連企業による産学官連携を通じて、畜産関係施設が多く立地する本市にＳＫ

ＬＶを整備したことにより、更なる畜産の振興や専門人材の育成を図り、地域産業の発展と関係人口の

拡大を目指します。

該当する新たな視点

◆「地方へのひと・資金の流れを強化する」～将来的な

地方移住にもつながる「関係人口」の創出・拡大～

産官学等多様な主体による教育研究施設の整

備・利用から、本市関係人口増加につなげま

す。

畜産を基幹産業とする本市と地域大学、畜産関連企業による産学官連携により、畜産関係施設が多く立

地する本市に南九州畜産獣医学拠点（通称ＳＫＬＶ（スクラブ））を整備しました。

（４）教育研究等施設誘致事業

①　畜産教育・研究施設整備

取り組みの説明
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３ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえ 

る 

 

（１）数値目標 

 
 

（２）戦略実行の方針（基本的方向） 

『家族の笑顔「そお」生
せい

』プロジェクト 

 

● 現状と課題、取り組みの方針 

 

本市人口問題に対する取り組みの中心は、本市で暮らす子どもの数を増やすことであ

り、前提となる子育て環境を改善することです。子ども・子育て支援事業ニーズ調査で、

本市の子育て環境について経済的支援の充実や母子保健サービスや小児医療の充実等

を求める声が多く寄せられています。これらの子育て支援体制の充実を図るため、結婚、

妊娠・出産、子育てのライフステージに応じた切れ目のない支援が必要になります。 

 

具体的には、恋愛に向けた魅力的な出会いの場の創出や、婚姻から出産・子どもの教

育までを独自性のある支援によって、親子に支持され「子育てをするなら曽於市」とい

う認識を広め、子育てをするために本市へ移住する人を増やします。また、子育て世代

の経済的負担の軽減とともに、生活をするうえで過度な負担にならない子育て環境づく

指標 計画期間 基準値 目標値（Ｒ元）

90.0%

（最新）実績値

79.0％

（Ｒ元）

計画期間 基準値 目標値（Ｒ７）

90.0%

子育てしやすい環

境だと感じる割合

改訂前

（Ｈ27～Ｒ元）

68.9％

（Ｈ26）

改訂後

（Ｒ２～Ｒ７）

79.0％

（Ｒ元）
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りを進めます。将来を担う「そおっ子」に対しては、基礎語学力である国語の力を高め

る取り組みをはじめとする学力向上に向けた総合的な取り組みやスポーツ・芸術文化に

おいて秀でた人材育成を図るなど、子どもの可能性を高めます。 

 

 

01 結婚支援事業 

 

【目指すゴール】 

★ 多くの住民が、イベント等を通じて出会いを楽しみ、本市で結婚するカップルが多

数誕生します。 

 

【施策の説明】 

本市の平均婚姻年齢は、年々上昇傾向にあり、結婚に対する意識の変化等が見られま

す。本市の活性化のためには、出会い・恋愛・結婚という重要なライフイベントを本市

で迎えてもらうことが重要です。特に出会いの場を設けることは、今後の結婚・出産へ

のきっかけとなり、将来的には「そおっ子」の増加にも繋がる可能性があることから、

本市における出会いを積極的に支援します。 

 

【具体的な施策】 

施策内容 担当課 

① 恋活イベント事業 

恋愛や結婚希望者に向けた出会いの場としてのイベントを開

催し、若者の婚活へのきっかけづくりを支援します。 

 

企画政策課 

② 婚活サポート事業 

婚活をサポートする婚活応援団を結成し、交際支援や相談、ア

ドバイスなどきめ細かな支援を行います。また、独身男女の出会

いをサポートする会員制ウェブサイトの創設に向けた取り組み

や経済的支援制度も含めて婚活に向けた支援体制の構築を図り

ます。 

 

企画政策課 
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取り組みの名称 基準値 目標値

恋活支援事業

本事業で生まれた

カップル数

年間59組

（Ｈ30）

本事業で生まれた

カップル数

年間80組

（Ｒ７）

婚活イベントの開催

参加者

年間42名

（Ｈ30）

参加者

年間80名

（Ｒ７）

婚姻届提出数　年間135件

（Ｈ30）
婚姻届提出数　年間150件

ＫＰＩ達成に関連する実効性のある主な事業

具体的な内容

恋愛や結婚希望者に向

けた出会いの場として

のイベントを開催し、

若者の婚活へのきっか

けづくりを応援

気軽に参加できるよう

に広報・情報発信を工

夫して、イベントの参

加人数を増やす

基準値 目標値（Ｒ７）

今後の課題・取り組み方針

イベントにおけるアンケートでは、婚活イベントに対する不安・抵抗感があるとの回答があり、申込み

の際、参加しやすい広報の方法を検討する必要があります。また、特に新規応募者を増やせるような広

報となるよう工夫します。

該当する新たな視点

◆「地方へのひと・資金の流れを強化する」～将来的な

地方移住にもつながる「関係人口」の創出・拡大～

本市の観光資源、本市の「人」の魅力を同時

に発信します。

婚姻届提出数　年間189件

（Ｈ26）

－

（最新）実績値

婚姻届提出数　年間135件

（Ｈ30）

振り返り

内容も工夫しながら取組んだことで、参加者からも一定の評価を得られています。また、曽於市のＰＲ

効果にも繋がりました。ただし、若年層の減少とともに平均婚姻年齢が上昇していることもあって、婚

姻届件数は一貫して減少傾向にあります。

（１）結婚支援事業

①　結婚支援事業

取り組みの説明

本市の結婚希望者に対して、婚活イベントを開催し、本市のカップル・婚姻者数の増加につなげます。

基準値 目標値（Ｒ元）
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02 子育て世代経済支援事業 

 

【目指すゴール】 

★ 子育て世代が経済的な心配をすることなく安心して子育てを行っています。 

 

【施策の説明】 

本市の「子育て世代」に共通する課題のひとつとして、「経済的不安」があります。

第二子・第三子を産みたいという意思を持つ方も経済的な不安を少なからず感じていま

す。 

 

 出費が多い「子育て世代」に対して、ライフサイクルに応じた経済的支援を行い、次

世代を担う「そおっ子」が一人でも多くなることを目指します。 

 

【具体的な施策】 

施策内容 担当課 

① 出産祝金支給事業の充実 

出産祝金支給事業を始め、全ての子どもを対象に子育て世帯の

経済的支援を継続して行います。 

こども未来課 

 

② 子ども医療費給付事業 

子どもの疾病の早期発見や早期治療を促進し、健康保持増進を

図るため、高校卒業年齢までに係る医療費の自己負担分を全額給

付します。 

こども未来課 

 

③ 保育の充実・保育料の軽減 

子育て世代の経済的負担を軽減するため、市独自で保育料の軽

減を行い、今後も保護者の保育ニーズに対応したサービスの充実

を図ります。 

 

こども未来課 

 

④ 予防事業 

感染症の発生、まん延を予防し、子どもの健康保持、重症化防

止に係る予防接種費用の全額または一部の自己負担分を助成し

ます。 

 

こども未来課

保健課 



55 

 

⑤ 不妊治療費助成事業 

不妊治療を受ける夫婦に対して、不妊治療費助成事業を実施

し、安心して子どもを産み育てる環境づくりを推進し、経済的な

負担の軽減を図ります。 

 

こども未来課 

 

 

 

基準値 目標値（Ｒ７）

総出生数における多子（第２子以降）の割合

66％

（Ｈ30）

総出生数における多子（第２子以降）の割合

　　70％

◆「新しい時代の流れを力にする」～SDGsを原動力とし

た地方創生～

ターゲット1.2　2030年までに、各国定義に

よるあらゆる次元の貧困状態にある、全ての

年齢の男性、女性、子どもの割合を半減させ

る。

振り返り

出産祝金や子育て世帯に対する給付事業については定着し、市民への給付は確実に実施されています。

令和６年７月に実施した「子ども・子育て支援事業計画策定に係るニーズ調査」における「経済に関す

る困り事」については、「特になし」が40％を超えており、次に「子どもの習い事やクラブ活動にかか

る費用」が20％を超えている結果となりました。

今後の課題・取り組み方針

本市の近隣自治体が０～２歳児の保育料の無償化を実施していることから、保育料の無償化への要望が

多い状況です。子どもの医療費の助成についても同様で、一度支払いをしなければならないことに対し

て制度を見直す要望が強く上がっていることから、これらの要望をふまえた事業を検討します。

該当する新たな視点

◆「誰もが活躍できる地域社会をつくる」～女性、高齢

者、障害者、外国人等誰もが居場所と役割を持ち、活躍

できる地域社会を実現～

子育てに当たっての経済的な負担感を減らす

ことで、子育て世代のまちにおける居場所を

作ります。

①　子育て経済支援事業

取り組みの説明

出産祝金支給事業を始め、全ての子どもを対象に子育て世帯の経済的支援を継続して行います。さら

に、子どもの疾病の早期発見や早期治療を促進し、健康保持増進を図るため、高校卒業年齢までに係る

医療費の自己負担分を全額助成します。

基準値 目標値（Ｒ元）

子育て経済支援事業の認知度

68％

（Ｈ26）

子育て経済支援事業の認知度　90％

（最新）実績値

子育て経済支援事業の認知度　80％

（Ｈ30）

（２）子育て世代経済支援事業
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取り組みの名称 基準値 目標値

出産祝金支給事業
年間56件

（Ｈ30）

年間130件

（Ｒ７）

不妊治療費助成事業 － －

予防事業

接種率（Ｈ30）

ＢＣＧ　　102.4％

ＭＲ１期　　99.5％

ＭＲ２期　　97.7％

接種率（Ｒ７）

ＢＣＧ　　100.0％

ＭＲ１期　　99.5％

ＭＲ２期　　98.0％

生まれた子どもに対

し、祝金を支給

医療保険が適用されな

い不妊治療を、医療機

関で受ける夫婦に対し

て医療費の一部を助成

子ども及び高齢者の定

期（予防）接種費用の

全額又は一部を助成

ＫＰＩ達成に関連する実効性のある主な事業

具体的な内容
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03 地域子育て支援体制事業 

 

【目指すゴール】 

★ 地域の中で、人とつながりながら楽しく子育てができています。 

 

【施策の説明】 

核家族化や地域社会の変容等を背景に、子育て中の親が子育てに関して気軽に相談で

きる相手や仲間がおらず、子育てに困難を抱える世帯がこれまで以上に顕在化していま

す。 

 

 本市では、子育て家庭を地域で支えるために、関連団体の活動を支援し、子育て支援

体制の充実を図ります。 

 

【具体的な施策】 

施策内容 担当課 

① こども家庭センターの充実 

  子どもとその家庭及び妊産婦等に身近で相談に応じ、情報提供

や必要なサービスにつなぐ環境を整え、継続的な支援を行いま

す。 

 

こども未来課 

② 子育て支援センターの充実 

親子が気軽に集い、相互に交流する場所の提供と、育児相談や

子育てに関連する情報の発信を行うことで、機能充実を図りま

す。 

 

こども未来課 

③ 放課後児童クラブ事業等の充実 

  多様な体験活動や地域の方々との交流を通じ、全ての児童の安

全・安心な居場所を確保します。 

こども未来課 

生涯学習課 

④ 一時預かり事業の充実 

子育て家庭の負担軽減を図るため、保育所や各関係機関と連携

しながら、未就学児の一時預かりを実施します。また、病児につ

いて一時的に保育等を実施する病児保育の充実を図ります。 

こども未来課 
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⑤ 子育て関連イベントの開催 

子育て支援センター等において、出産・子育てに関連する育児

講座・イベントを通じて子育て世代の交流・情報交換を積極的に

行い、子育てに関する不安の軽減を図ります。また、生涯学習講

座で親子がともに学び、楽しめるイベントを開催し、健全な親子

関係の育成に取り組みます。 

 

こども未来課 

生涯学習課 

 

⑥ こんにちは赤ちゃん訪問 

生後４か月までの乳児のいる家庭を訪問し、育児等に関する不

安や悩みを聞き、相談に応じ、子育て支援に関する情報提供を行

います。また、乳児及び保護者の心身の状況、養育環境等を把握

し、助言を行い、必要なサービスにつなげます。 

 

こども未来課 

 

⑦ 産後ケア事業の拡充 

 産後１年以内の母子に対して助産所、産科病院等で心身のケア

や育児サポート等を行い、産後も安心して子育てができるようき

め細かい支援体制を確保します。宿泊型・日帰り型・訪問型サー

ビスを行い、育児不安の軽減や母親の身体的回復を促す支援を行

います。 

 

こども未来課 

 

⑧ 医療体制の充実 

子育て世代が安心できる医療体制の向上を図るため、医師会の

協力を得ながら、休日当番医・救急医療の整備・充実の支援を行

います。 

 

保健課 
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子育て支援センター利用者数248人（保護者

実人数）

（Ｈ30）

子育て支援センター利用者数270人（保護者実人数）

◆「新しい時代の流れを力にする」～SDGsを原動力とし

た地方創生～

ターゲット11.7　2030年までに、女性、子ど

も、高齢者及び障害者を含め、人々に安全で

包摂的かつ利用が容易な緑地や公共スペース

への普遍的アクセスを提供する。

基準値 目標値（Ｒ７）

今後の課題・取り組み方針

子育て支援センターが子育てに関する情報発信や相談機関であることの周知徹底が必要です。また、今

後は子どもを持つことへの不安を相談する窓口の設置についても検討します。

該当する新たな視点

◆「誰もが活躍できる地域社会をつくる」～女性、高齢

者、障害者、外国人等誰もが居場所と役割を持ち、活躍

できる地域社会を実現～

本市で子どもを育てることが、まち全体から

望まれていることを実感してもらえるような

支援を行います。

◆「民間と協働する」～地方公共団体に加え、NPO等の

地域づくりを担う組織や企業と連携～

民間のノウハウを取り入れ、新たな気づきを

子育て世代のサポートに活かします。

地域子育て支援拠点事業の利用割合　23％

（Ｈ26）

地域子育て支援拠点事業の利用割合　60％

（最新）実績値

地域子育て支援拠点事業の利用割合　12％

（Ｈ30）

振り返り

子育て支援センターの利用者は年々増加しており、利用者のリピーターも多い状態です。令和４年度か

らは一時預かり事業を拡大し、利用者が増加しています。

（３）地域子育て支援体制事業

①　地域子育て支援体制の充実

取り組みの説明

親子が気軽に集い、相互に交流する場所の提供と、育児相談や子育てに関連する情報の発信、関係団体

等との連携・情報の共有を行うことで、「地域子育て支援拠点施設」の機能充実を図ります。

基準値 目標値（Ｒ元）
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取り組みの名称 基準値 目標値

子育て支援訪問ボランティア

（ホームビジター）の養成

累計７人

（Ｈ30）

累計15人

（Ｒ７）

放課後児童支援員の養成
累計47人

（Ｈ30）

累計100人

（Ｒ７）

一時預かり事業実施施設の拡充
全５か所

（Ｈ30）

全10か所

（Ｒ７）

子育て支援センター利用者数増

利用者数248人

（保護者実人数）

（Ｈ30）

利用者数270人

（保護者実人数）

（Ｒ７）

こんにちは赤ちゃん訪問

（乳児家庭全戸訪問事業）

訪問実施率

　98.9％

（Ｈ30）

訪問実施率

100％

（Ｒ７）

施設数の拡充

子育て支援センターの

利用者数を増やし、保

護者間の交流を図り、

身体的・精神的な負担

軽減に努める

助産師又は保健師が、

生後４か月までの乳児

のいる全ての家庭を訪

問し、様々な不安や悩

みを聞き、子育て支援

に関する情報提供や助

言の実施

ＫＰＩ達成に関連する実効性のある主な事業

具体的な内容

ホームビジターを養成

し、不安を抱える子育

て家庭への訪問実施

放課後児童支援員の養

成を行い、安心して事

業が行える体制を整備
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04 そおっ子の総合的な学力向上推進事業 

 

【目指すゴール】 

★ 将来自立して生きることができるよう総合的に学力を高めます。 

 

【施策の説明】 

全国学力・学習状況調査結果によると、本市の小中学校の正答率は平均よりも低く、

改善の余地があります。本市の次世代を担う「そおっ子」の学力・人間力の向上を図り、

また、「教育のまち曽於市」としての認識を子育て世代に定着させるため、教育機関及

び地域・家庭と連携して「そおっ子」の豊かな人間性の形成及び質の高い教育を実施し

ます。 

 

【具体的な施策】 

施策内容 担当課 

① 地域とともに進める地域学校協働活動 

地域の方と協力して学校支援者を配置するなど、コミュニティ

スクールを視野に入れつつ、家庭・地域及び学校との協働による

教育活動の充実・強化に取り組みます。 

学校教育課 

生涯学習課 

② 基礎学力の向上 

全国学力・学習状況調査の全教科で全国平均以上の正答率の達

成を目指し、曽於市学力向上プランを策定し、授業改善を進めま

す。また、将来の国際化の中で自立して生きるために必要な英語

力を高める取り組みを進めるとともに、他教科の学力向上におい

ても総合的な取り組みを進めます。 

学校教育課 

③ 教育の情報化の推進 

学習の基盤となる「情報活用能力」の育成を図るとともに、そ

の育成のために必要なＩＣＴ環境を維持し、それらを適切に活用

した学習活動の充実を図ります。 

学校教育課 

教育総務課 

④ 曽於高校応援事業 

曽於高校の充実・活性化を図るため、入学希望者から在学生ま

で曽於高校の魅力を感じ、将来曽於のために活躍してもらえるよ

うな応援事業の取り組みを促進します。 

教育総務課 
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⑤ いじめ防止対策の推進 

ソーシャルワーカー、スクールカウンセラーを配置するととも

に、「曽於市いじめ防止基本方針」のもと「いじめを生まない教

育活動の推進や啓発活動」、「いじめの早期発見を行うための取

組の充実」、「いじめが確認された場合の早期対応と継続的指導

の充実」、地域・家庭を含む市民一体で取り組みを進めます。 

 

学校教育課 

⑥ 不登校対策の推進 

  学校において分かる授業づくりを進めるとともに、不登校に対

して早期対応と継続的な指導を充実、関係機関との連携を図りな

がら早期解決を図ります。また、不登校児童生徒に対しては、適

応指導教室において学習支援等を進めます。 

 

学校教育課 

⑦ 青少年育成事業 

何事にも積極的にチャレンジし、より広い視野をもった心身と

もにたくましい子どもたちを育成するため夢実現に向けた研修に

取り組みます。また、国際化が進む中、海外の文化を理解し国際

交流を深めることで、国際性豊かな感覚を持った青少年の育成を

推進します。 

 

生涯学習課 
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取り組みの名称 基準値 目標値

ミドルリーダー研修

（教職員の資質向上）

25人

（Ｈ30）

50人

（Ｒ７）

英語検定受検促進

　（英語力の向上）

18.9%

（Ｈ30）

30%

（Ｒ７）

夏季研修会（ミドル

リーダー還元研修）へ

の出席率の向上を図る

中学卒業時における英

検３級相当の英語力を

有する生徒の割合の向

上を図る

基準値 目標値（Ｒ７）

全国学力・学習状況調査の正答率

全国比　98％（Ｒ元）

標準学力検査の偏差値　平均49

（Ｒ元）

全国学力・学習状況調査の正答率

全国比　100％

標準学力検査の偏差値　平均50

ＫＰＩ達成に関連する実効性のある主な事業

具体的な内容

◆「新しい時代の流れを力にする」～SDGsを原動力とし

た地方創生～

ターゲット4.1　2030年までに、全ての子ど

もが男女の区別なく、適切かつ効果的な学習

成果をもたらす、無償かつ公正で質の高い初

等教育及び中等教育を修了できるようにす

る。

振り返り

全国学力・学習状況調査の正答率は、全国比から見ても低い結果が続いています。

今後の課題・取り組み方針

曽於市学力向上プランを踏まえ、教職員の資質向上とともに各学校の授業改善が図られるよう指導しま

す。また、各学校の取り組みを支援し、教育環境を整備する必要があります。

該当する新たな視点

◆「人材を育て活かす」～地方創生の基盤をなす人材に

焦点を当て、掘り起こしや育成、活躍を支援～

地方創生の基盤をなす人材育成の視点から自

らの可能性を広げるための学力を総合的に高

める。

①　基礎学力の向上

取り組みの説明

全国学力・学習状況調査の全教科で全国平均以上の正答率の達成を目指し、曽於市学力向上プランを策

定し、授業改善を進めます。また、将来の国際化の中で自立して生きるために必要な英語力を高める取

組を進めるとともに、他教科の学力向上においても総合的な取組を進めます。

基準値 目標値（Ｒ元）

全国学力・学習状況調査の正答率 　全国比

95％

（Ｈ26）

全国学力・学習状況調査の正答率

全国比　100％

（最新）実績値

全国学力・学習状況調査の正答率

全国比　98％

（Ｒ元）

（４）そおっ子の総合的な学力向上推進事業
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05 男女共同参画推進事業 

 

【目指すゴール】 

★ 全ての人が対等な立場で、一人ひとりの個性を認め、誰もが輝けるまちになってい

ます。 

 

【施策の説明】 

男女共同参画社会基本法の理念に基づき、誰もが人権を守られながら経済的、社会的

に自立し、就業の場や地域活動の場など希望する分野で活躍できるよう、周知、啓発活

動を行い、全ての世代に対して人権意識の醸成に取り組みます。また、働く場面で活躍

したいという希望を持つ全ての方が、その個性と能力を十分に発揮できる社会を実現す

るために必要な施策を策定・実施することで、誰もが仕事と生活を両立でき、暮らしや

すい、持続可能な社会の実現を図ります。 

 

【具体的な施策】 

施策内容 担当課 

① 啓発活動及び女性活躍支援 

幅広い世代における人権意識の醸成に取り組みます。特に、働

く場や地域活動の場でみんなが活躍できるよう、市民向け、企業

向けの研修会を開催するなど啓発を行います。 

 

企画政策課 

② 就労環境整備事業 

企業や商工会、農協等との連携を深め、家族がともに仕事と子

育てや介護などの責任を果たし、仕事と家庭の両立ができるよ

う、関係機関との連携を図りながら、子育て、介護休業制度の理

解や休暇等の理解を進めます。 

 

企画政策課 
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取り組みの説明

企業や商工会、農協等との連携を深め、家族がともに仕事と子育てや介護などの責任を果たし、仕事と

家庭の両立ができるよう、関係機関との連携を図りながら、子育て・介護休業制度の理解や休暇等の理

解を進めます。

基準値 目標値（Ｒ元）

男性職員の育児休業制度の取得率　0％

（Ｈ26）

男性職員の育児休業制度の取得率　5％

（最新）実績値

男性職員の育児休業制度の取得率　1.7％

（Ｒ元）

（５）男女共同参画推進事業

①　就労環境整備事業

◆「新しい時代の流れを力にする」～SDGsを原動力とし

た地方創生～

ターゲット5.4　公共のサービス、インフラ

及び社会保障政策の提供、並びに各国の状況

に応じた世帯・家族内における責任分担を通

じて、無報酬の子育て・介護や家事労働を認

識・評価する。

振り返り

法整備や職員向け説明会などの実施により職員の意識改革を行うことで、育児休業を取得しやすい職場

環境の構築を図っています。その結果、初めて男性職員の育児休業も申請があり、取得がなされていま

す。

今後の課題・取り組み方針

引き続き、全職員へ休暇制度の周知や研修等を行い、意識改革を図ります。併せて、ワークライフバラ

ンスの推進に取り組み、職場における休暇取得のしやすい体制づくりを啓発します。

該当する新たな視点

◆「誰もが活躍できる地域社会をつくる」～女性、高齢

者、障害者、外国人等誰もが居場所と役割を持ち、活躍

できる地域社会を実現～

特定の人が仕事、子育て、介護の負担を担う

のではなく、協力し分け合うことが大事だと

意識を持ってもらえるための啓発を進めま

す。

基準値 目標値（Ｒ７）

男性職員の育児休業制度の取得率　0％

（Ｈ30）

男性職員の育児休業制度の取得率　10％

（特定事業主行動計画に基づく）
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４ 時代にあった地域をつくり、安心なくらしを守 

るとともに、地域と地域を連携する 
 

（１）数値目標 

 

 

（２）戦略実行の方針（基本的方向） 

『生活環境「そお」生
せい

』プロジェクト 

 

● 現状と課題、取り組みの方針 

 

本市人口問題に対する取り組みを支える土台となる生活環境は、都城市に近いという

利点はありながらも、山間部と市街地を結ぶ交通の便の悪さ、買い物環境、空き家問題、

地域コミュニティや周辺自治体との連携等多くの課題を抱えています。一方でこれらの

問題を一挙に解決するだけの財政力に欠ける本市では、特に優先すべき課題から計画的

に取り組む必要があります。 

 

本市では、住民生活を支える基盤の最適化を重視して事業を行うとともに、限られた

財源で独自のまちづくり、ひと・ネットワーク作りを行い、安全・安心であることはも

ちろん、住みやすいまちづくりに取り組みます。 

指標 計画期間 基準値 目標値（Ｒ元）

全国600位

（最新）実績値

全国759位

（Ｈ30）

計画期間 基準値 目標値（Ｒ７）

全国700位

曽於市に対する総

合評価

（全国住みよさランキ

ング）

改訂前

（Ｈ27～Ｒ元）

全国754位/791団体

（Ｈ27）

改訂後

（Ｒ２～Ｒ７）

全国759位/814団体

（Ｈ30）
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01 小さな拠点（多世代交流・多機能型）の形成支援 

 

【目指すゴール】 

★ 地域単位の拠点に集まる住民にとっての「心のよりどころ」になっています。 

 

【施策の説明】 

人口減少に伴い、とりわけ山間部では住民生活に必要な生活サービス機能の提供に支

障が生じています。過疎化・高齢化が進む中でも、住民の暮らしの安全を守り、楽しく

充実した生活を送ることができるよう、生活サービス（医療、介護、福祉、教育、買い

物、公共交通、物流等）や地域活動・交流などで人が集まることのできる拠点整備を促

進します。 

 

【具体的な施策】 

施策内容 担当課 

① 小さな拠点づくり 

基幹となる集落に生活サービスや地域活動・交流拠点等を集約

化し、周辺集落ともつながる「小さな拠点」をつくります。また、

行政との連絡調整やボランティアの活動スペースの整備、放課後

児童クラブの充実した活用など、当該地域の多世代間の交流活動

拠点づくりを推進します。 

 

企画政策課 

総務課 

福祉介護課 

保健課 

② 自治会への応援人の配置 

高齢者の多い集落に対して、自治会相談員制度や地域協力活動

の一環として有償ボランティア制度等を導入し、地域活動支援や、

住民の生活支援など地域の活性化を図ります。 

 

企画政策課 

介護福祉課 

③ 交通対策事業 

高齢化の進展に伴う交通弱者を見据えた、利用しやすい交通体

系の整備及びきめ細やかな地域交通網の形成を図ります。 

 

企画政策課 
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取り組みの名称 基準値 目標値

地域間幹線バス
年間222,485人

（Ｈ30）

年間223,000人

（Ｒ７）

廃止代替バス
年間53,656人

（Ｈ30）

年間54,000人

（Ｒ７）

曽於市思いやりバス・タクシー
年間52,753人

（Ｈ30）

年間53,000人

（Ｒ７）

地域交通利用満足度

【ＫＰＩの変更】地域交通利用者数

年間248,127人

（Ｈ27）

地域交通利用者数　年間242,143人

（最新）実績値

地域交通利用者数　年間328,894人

（Ｈ30）

振り返り

令和２年度以降は、廃止路線代替バスの２路線が廃止となり、公共交通を取り巻く現況は厳しい状態が

続いています。一方で思いやりバスは学生の利用により前年度比で増加となりましたが、思いやりタク

シーはコロナの影響等により減少しています。

（１）小さな拠点(多世代交流・多機能型)の形成支援

①　交通対策事業

取り組みの説明

高齢化の進展に伴う「交通弱者」を見据えた、利用しやすい交通体系の整備及びきめ細やかな地域交通

網の形成を図ります。

基準値 目標値（Ｒ元）

基準値 目標値（Ｒ７）

今後の課題・取り組み方針

今後も公共交通機関の利用者は減少すると思われるが、自治会座談会等で市民の要望や地域の状況を十

分把握し、運行ダイヤへ反映させていく事が必要です。

該当する新たな視点

◆「地域経営の視点で取り組む」～地域の経済社会構造

全体を俯瞰して地域をマネジメント～

地域住民の足を守るだけでなく、地域経済の

活性化という観点からも路線を検討します。

◆「新しい時代の流れを力にする」～SDGsを原動力とし

た地方創生～

ターゲット11.2　2030年までに、脆弱な立場

にある人々、女性、子ども、障害者及び高齢

者のニーズに特に配慮し、公共交通機関の拡

大などを通じた交通の安全性改善により、全

ての人々に、安全かつ安価で容易に利用でき

る、持続可能な輸送システムへのアクセスを

提供する。

曽於市内のみを走る公

共交通の実施

地域交通利用者数　年間328,894人

（Ｈ30）
地域交通利用者数　年間330,000人

ＫＰＩ達成に関連する実効性のある主な事業

具体的な内容

複数自治体間でバスの

運行を実施

旧鹿児島交通が運行し

ていたバス運行事業に

代わる運行事業の実施
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02 地域コミュニティ支援事業 

 

【目指すゴール】 

★ 地域で暮らす人々が互いに信頼して助け合い、安全で安心して暮らし、快適で住み

やすさを感じることができる地域コミュニティを実現しています。 

 

【施策の説明】 

 安全で安心して暮らすことのできる地域であり続けるためには、地域のもつ活力を引

き出していくことが求められます。活力のある地域では、そこに暮らすことの魅力が生

み出され、人が集まり、地域課題にも柔軟に対応することができます。 

 

よりよい地域をつくるという理念を地域住民と行政とが共有し、主体的に取り組むこ

とが、地域の活力や魅力を生み出し、地域が発展する大きな力になります。 

 

地域コミュニティに関わる全ての組織と中心的な役割を担う自治会の活動の充実を

目指し、高齢化・過疎化地域コミュニティに関わる組織や団体が連携して地域の課題を

解決し、災害時は緊急連絡がとれる体制を構築します。 

 

【具体的な施策】 

施策内容 担当課 

① 地域コミュニティ協議会設立準備委員会の設置 

「コミュニティ活性化推進計画」に基づき、地域コミュニティ

協議会の設置を目指す地区が設置する設立準備委員会を支援し

ます。 

 

企画政策課 

② 自治会振興対策 

自治会振興助成、自治会統合補助金、自治会加入促進助成、自

治公民館建設事業補助金等の各種補助金の交付により、各自治会

の自治振興を支援します。 

 

企画政策課 
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③ 自治会相談員制度の充実 

  自治会に寄り添い、ともに地域の実態をつぶさに把握し、地域

が主体的に地域づくりに取り組むうえで、行政が持つ情報やノウ

ハウ等を生かせるよう、地域担当職員制度を充実します。 

 

企画政策課 

④ 共生協働のまちづくり 

地域コミュニティ組織やＮＰＯ、ボランティア団体、企業等に

よるまちづくり活動の支援をするために必要な情報の共有化を

行います。また、活発な住民活動を推進するため、住民自らが企

画立案する提案型事業補助金制度を推進し、地域づくり事業を支

援します。 

 

企画政策課 

⑤ 多文化共生社会
※３

への理解促進 

多文化共生についての学習機会を多く作ることで参加者を増

やし、多文化共生社会への理解促進を進めていきます。また、地

域に住む外国人が差別や排除されることなく、地域住民の一員と

して居場所と役割がある地域づくりを進めるため、日本語教室な

どを開催して外国人への支援を行います。 

 

企画政策課 

⑥「曽於元気だそお」ふるさと事業 

 校区公民館の地域活動を活性化するため、地域ぐるみで課題解

決に取り組み、明るく住みよい活気に満ちた連帯感のある地域づ

くり活動を推進します。 

 

生涯学習課 

※３多文化共生社会…複数の他者の民族、他者の文化の相互承認と共存が可能になってい

る社会の状態。 
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基準値 目標値（Ｒ７）

地域コミュニティ協議会　０団体

（Ｒ元）
地域コミュニティ協議会　24団体

◆「新しい時代の流れを力にする」～SDGsを原動力とし

た地方創生～

ターゲット17.17　さまざまなパートナー

シップの経験や資源戦略を基にした、効果的

な公的、官民、市民社会のパートナーシップ

を奨励・推進する。

振り返り

地域コミュニティ活性化推進審議会は、市長諮問により、平成30年度及び令和元年度に計７回開催しま

した。当審議会は、曽於市地域コミュニティ推進計画（案）を策定し、市長へ答申を行っています。

今後の課題・取り組み方針

令和６年度に「コミュニティ活性化推進計画」を改訂し、今後更に地域コミュニティ協議会の設置を目

指しながら、新たな取組による地域課題の解決を目指します。

該当する新たな視点

◆「誰もが活躍できる地域社会をつくる」～女性、高齢

者、障害者、外国人等誰もが居場所と役割を持ち、活躍

できる地域社会を実現～

地域コミュニティの将来像として、市民自ら

がコミュニティに参加し、市民が地域課題に

対して主体的に取り組むことを目指す。

①　地域コミュニティ協議会の設置

取り組みの説明

曽於市地域コミュニティ推進計画に基づく地域コミュニティ協議会を市内全地域で設置することを目指

します。

基準値 目標値（Ｒ元）

－

－

（最新）実績値

－

（２）地域コミュニティ支援事業
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取り組みの名称 基準値 目標値

地域コミュニティ協議会設立準

備委員会の設置
－

３団体

（Ｒ２）

自治会振興対策 － －

日本語れんしゅう会
年16回

（Ｈ30）

年16回

（Ｒ７）

「コミュニティ活性化

推進計画」に基づき、

地域コミュニティ協議

会の設置を目指す地区

が設置する設立準備委

員会の支援

自治会振興助成金等の

交付により、各自治会

の自治振興の支援

地域に住む外国人が地

域住民の一員として居

場所と役割がある地域

づくりを進めるための

日本語教室の開催

ＫＰＩ達成に関連する実効性のある主な事業

具体的な内容
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03 公共施設の最適化事業 

 

【目指すゴール】 

★ 計画的かつ適切な財産の管理により、住民が安全快適に公共施設を利用できていま

す。 

 

【施策の説明】 

本市では、これまで旧町単位で公共施設等を建設してきましたが、今後は人口減少・

少子高齢化の進展に伴い、公共施設等の利用需要も変化すると予想されています。一方

で、公共施設等そのものの老朽化が進んでいる中で、将来にわたって住民に安全に利用

してもらえるよう、公共施設の統廃合、保全、再配置を進めていきます。また、廃止と

なった学校跡地については、利活用問題等含めて計画的に取り組みます。 

 

【具体的な施策】 

施策内容 担当課 

① 未利用財産処分等による自主財源の確保 

未利用財産の処分、利用等について検討・課題を整理して、積

極的に自主財源の確保を図ります。 

 

財政課 

まちづくり推進

課 

② 適切な維持管理の実施 

公共施設等総合管理計画や個別施設計画を基に、施設等の適切

な維持管理を図ります。 

 

財政課 

③ 学校跡地の利活用 

廃校となった学校の跡地について、企業・団体等の誘致を積極

的に推進し、地域の活性化を図ります。 

 

財政課 

企画政策課 

教育総務課 
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取り組みの名称 基準値 目標値

公共施設等総合管理計画及び個

別施設計画の推進
－ －

未利用財産の処分、利用等について検討・課題を整理し、積極的に自主財源の確保を図ります。

基準値 目標値（Ｒ元）

未利用公共施設の有効活用　２か所

（Ｈ26）

未利用公共施設の有効活用　５か所

（最新）実績値

未利用公共施設の有効活用　７か所

（Ｈ30）

（３）公共施設の最適化事業

①　未利用公共施設の有効活用

取り組みの説明

◆「新しい時代の流れを力にする」～SDGsを原動力とし

た地方創生～

ターゲット8.3　生産活動や適切な雇用創

出、起業、創造性及びイノベーションを支援

する開発重視型の政策を促進するとともに、

金融サービスへのアクセス改善などを通じて

中小零細企業の設立や成長を奨励する。

振り返り

令和２年度から令和５年度までに、11件の市有地と４件の建物を売却し、４件の未利用施設の貸付けを

行いました。

今後の課題・取り組み方針

未利用施設の有効活用については、市の財政的負担面からも重要であることから、これまで同様他の課

（局）とも連携をとり、未利用施設の活用促進を図ります。

該当する新たな視点

◆「地域経営の視点で取り組む」～地域の経済社会構造

全体を俯瞰して地域をマネジメント～

公共施設の利活用や処分を進めることで、将

来的な公共施設に伴うリスクを抑えるととも

に、地域課題の解決に役立ててもらいます。

財政負担を軽減・平準

化するとともに、公共

施設等の最適な配置を

図る

基準値 目標値（Ｒ７）

未利用公共施設の有効活用　７か所

（Ｈ30）
未利用公共施設の有効活用　12か所

ＫＰＩ達成に関連する実効性のある主な事業

具体的な内容
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04 広域連携事業の推進 

 

【目指すゴール】 

★ 周辺地域と連携・強化が図られ、効率的かつ効果的な観光・行政活動が行われてい

ます。 

 

【施策の説明】 

南九州の中核をなす定住自立圏（都城圏域）は、2009年（平成 21年）10月に都城市

を中心市とした経済や文化・医療等で密接なつながりを持った、三股町や志布志市と形

成されました。2011年（平成 23年）12月には教育・文化分野、 2015年（平成 25年）

１月には防災及び消防、移住・定住、地域公共交通といった課題に取り組むことになり

ました。 

 

2025年度（令和７年度）からは第４次定住自立圏共生ビジョンの計画（2025年度（令

和７年度）から 2029年度（令和 11年度）までの５年間）策定に伴い、これまでの歴史

的なつながりから広域行政の推進、そして今後はさらに新たな広域連携等への取り組み

を促進します。また、本市は、これまでにも大隅総合開発期成会や南九州総合開発協議

会における国への要望活動や情報交換等を行っており、今後も広域的な連携を推進し、

広域行政の向上に取り組みます。 

 

【具体的な施策】 

施策内容 担当課 

① 都城広域定住自立圏共生ビジョンの取り組み 

都城広域定住自立圏共生ビジョンの策定における、生活機能の

強化に係る政策分野(医療、産業振興、教育及び文化、防災及び消

防)、結びつきやネットワークの強化に係る政策分野(インフラ整

備、交流観光、移住定住、公共交通)、圏域マネジメント能力の強

化に係る政策分野(人材育成等)について、それぞれ取り組みます。 

 

企画政策課 

② 大隅地域における広域行政の取り組み 

大隅地域の広域的な情報発信等の機能を担う活動拠点施設の設

置並びにそれに向けた広域的な体制づくりを推進します。 

 

企画政策課 

商工観光課 
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（４）広域連携事業の推進

①　広域連携事業の取り組み

取り組みの説明

生活機能の強化に係る政策分野(医療、産業振興、教育及び文化、防災及び消防)、結びつきやネット

ワークの強化に係る政策分野(インフラ整備、交流観光、移住定住、公共交通)、圏域マネジメント能力

の強化に係る政策分野(人材育成等)について、それぞれ取り組んでいきます。

基準値 目標値（Ｒ元）

市町間の連携事業数　累計32事業

（Ｈ27）

市町間の連携事業数　累計44事業

（最新）実績値

市町間の連携事業数　累計33事業

（Ｈ30）

◆「新しい時代の流れを力にする」～SDGsを原動力とし

た地方創生～

ターゲット17.17　さまざまなパートナー

シップの経験や資源戦略を基にした、効果的

な公的、官民、市民社会のパートナーシップ

を奨励・推進する。

振り返り

都城広域定住自立圏共生ビジョン（令和２年度～令和６年度）における医療、産業振興や防災、交流観

光、さらに人材育成等の事業について連携して取組みました。

今後の課題・取り組み方針

３市１町における経済や文化等密接な繋がりを活かしながら令和７年度からの都城広域定住自立圏共生

ビジョンの目標達成に努める。

該当する新たな視点

◆「地方へのひと・資金の流れを強化する」～将来的な

地方移住にもつながる「関係人口」の創出・拡大～

定住自立圏で連携しあいながら、選択と集中

を進めるとともに、本市としての独自色を高

め、ひと・資金の流れを呼び込みます。

基準値 目標値（Ｒ７）

市町間の新規連携事業　-事業

（Ｒ元）
市町間の新規連携事業　累計５事業
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取り組みの名称 基準値 目標値

第４次都城広域定住自立圏共生

ビジョンの実行
－ －

大隅総合開発期成会 － －

南九州総合開発協議会 － －

都城市、三股町及び志

布志市と「都城広域定

住自立圏形成協定」に

基づき、取り組むべき

課題に対して的確に対

応し、圏域全体の活性

化を更に図る

大隅地域の一体的開発

を推進し、当該地域の

産業、経済、文化等の

飛躍的向上を図る

南九州地域の総合開発

及び自立的発展を図る

ために、関係市町と相

互に連絡協調し、積極

的な意見交換を行い、

当該地域の産業、経

済、文化の飛躍的向上

を図る

ＫＰＩ達成に関連する実効性のある主な事業

具体的な内容


